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1 

1. 目的と概要 

1.1 調査・分析の目的 

科学技術・イノベーション基本計画は、科学技術・イノベーション基本法に基づき政府が策定

する計画であり、直近では、令和 3年 3月に第 6期基本計画が閣議決定された。内閣府科学技術・

イノベーション推進事務局では、第 6 期基本計画を着実に推進するため、基本計画の進捗状況の

把握・評価等を実施している。 

本委託事業は、内閣府によるこれらの取組に資するため、関連する調査・分析等を行った。 

1.2 本報告書の概要 

「2 第 6期基本計画の進捗状況の把握、評価等」では、第 6期基本計画の進捗状況の把握、評

価に資するための調査を実施した。 

まず、「2.1 第 6期基本計画における指標データの収集・更新」として、基本計画の進捗を把握、

評価するため、第 6 期基本計画に記載された主要指標や参考指標について、最新の統計値等を反

映して指標データの更新等を行いつつ、追加すべき新たな指標の収集やそのために必要な調査を

実施し、基本計画に基づき検討を行う指標等（研究力、資金循環、研究開発法人等）について、指

標の開発や収集を行うため必要な調査を実施した。 

次に、「2.2 第 6期基本計画の進捗状況の把握、評価」として、令和 3年度に実施した手法に基

づき 11テーマについてロジックチャートの作成、指標の収集を行い、5テーマについて深掘り分

析を行うとともに手法等の改善策の提案を行った。 

そして、「2.3 評価専門調査会の補助、評価専門調査会を支える検討会事務局」として、有識者

関係機関から構成される「評価専門調査会を支える検討会の事務局として、評価専調検討会の運

営（日程調整、資料の作成、委員の出欠確認、議事録取りまとめ等）を行った。なお、評価専調検

討会の資料は、評価専門調査会の資料になることを想定して作成した。加えて、評価専門調査会

の補助として、資料案の作成、議事概要案の作成等を行った。 

さらに、「2.4 進捗状況の把握、評価のまとめ」では、今年度の進捗状況の把握、評価を実施し

て得られた知見をまとめた。 

「3 モニタリング指標の収集の効率化及び可視化に資するシステムの検討」では、評価専門調

査会等の議論も踏まえつつ、着実な基本計画の進捗状況の把握・評価に向けて、効率的・効果的
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なデータの収集・分析やその可視化に資するシステムの検討を行った。 

「4 アウトリーチ活動等」では、英訳、広報、調査を行っている。 

まず、「4.1 資料等の英訳」として、統合イノベーション戦略 2022 の英訳、英語版発表資料の

作成等の作業を行った。 

次に、「4.2広報等」として、第 6期基本計画に係る取組について、主に「総合知」に関するウェ

ビナーおよびワークショップの開催支援、国内・海外広報に関する取組を企画・立案した。 

そして、「4.3社会受容性の調査」として、Society 5.0の浸透等、科学技術・イノベーション政

策の取組の社会受容性に関する世論調査等の設計及び実施を行った。 

最後に「4.4海外調査」として、収集した国内データを国際比較するための海外データ収集、総

合知の活用に関する海外事例調査、オープンアクセスに関する海外動向調査、海外政策動向調査

を行った。 

 
図 1-1 本調査の構成 

第6 期基本計画の進捗状況の
把握、評価等

第6 期基本計画における指標
データの収集・更新

評価専門調査会の補助、評価専
門調査会を支える検討会事務局

第6 期基本計画の進捗状況の把
握、評価

特定テーマの進捗状況の把握、評価

独法調査

モニタリング指標の収集の効率
化及び可視化に資するシステム
の検討

アウトリーチ活動等

資料等の英訳

広報等

社会受容性の調査

海外調査
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2. 第 6期基本計画の進捗状況の把握、評価等 

第 6期基本計画の進捗状況の把握、評価に資するための調査を実施した。 

まず、基本計画の 11テーマ全てについて、指標データの収集を行った（2.1）。さらに、11テー

マ全てについてロジックチャートを作成した上で、5テーマの深掘り分析を行った（2.2）。このう

ち、2テーマについては評価専門調査会、評価専門調査会を支える検討会で検討した（2.3）。最後

に、今年度の進捗状況の把握、評価の振り返りをまとめた（2.4）。 

2.1 第 6期基本計画における指標データの収集・更新 

基本計画の進捗を把握、評価するため、第 6 期基本計画に記載された主要指標や参考指標につ

いて、最新の統計値等を反映して指標データの更新等を行いつつ、追加すべき新たな指標の収集

やそのために必要な調査を実施し、基本計画に基づき検討を行う指標等（研究力、資金循環、研

究開発法人等）について、指標の開発や収集を行うため必要な調査を実施した。 

2.1.1 指標データの収集・更新 

第 6 期科学技術・イノベーション基本計画で設定された主要指標・参考指標について、統合イ

ノベーション戦略 2022 も参照し、情報源やデータの存否、更新の必要性の有無について確認を

行った。このうち、情報源が不明確なものあるいはデータが存在していない主要指標・参考指標

については、情報源やデータの取得可能性について再検討・更新を行った。 

（1） 整理・管理手法 

収集したデータの体系的な整理・管理方法を昨年度と同様に実施した。多くの指標は時系列デー

タが必要であり、過去のデータに最新データを追加していく継続的な作業が必要となる。また、

第 6 期基本計画に示された「指標」は複数のデータから構成されていたり、逆に類似のものが別

に分けられていたり、あるいは同じものが複数回示されていることもある。こうした表現上の「指

標」とデータ管理を両立させる必要がある。そのため、「指標リスト」として図 2-1に示す複数の

テーブルからなる構造で整理することにした。この「指標リスト」と STI 指標に対応する個々の

Excelファイルでデータ管理を行った。 
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図 2-1 指標リストのデータ構造 

 

1） 基本計画指標の ID付与（6期指標一覧） 

第 6 期基本計画に記載された指標について、図 2-1 の「6期指標一覧」として整理した。それ

ぞれの 6 期指標には以下の形式で管理用の ID を付与した。ID は識別用のものであり、ユニーク

ではあるが、順序等に特段に意味は持たせていない。 

I-NNNN（4桁の数字） 

第 6 期基本計画に記載された指標・主要指標は、同じものが別の場所に記述されていることが

あるが、機械的に ID を付与している。そのため、同じ内容であっても、異なるページに記載され

ているものは異なる ID を付与している。 

2） データ管理の ID 付与と Excel ファイルによる管理（STI 指標マスタ、STI-6 期指標対

応） 

1）で記載した 6 期指標の ID とは別に、以下の形式でデータ管理用の ID を付与し、図 2-1 の

「STI 指標マスタ」として整理した。 

STI-NNNN（4桁の数字） 

1）で記載した 6期指標とは別のデータ管理の粒度での整理であり、これを「STI 指標」として

ID を付与している。1）で述べたように、第 6 期基本計画の指標は異なる場所に同じ記載がある

場合がある。また、別の指標であっても、絶対数と比率のように同じデータの表現方法を変えた

指標I D 指標名

I -10 0 1 ・・・

I -10 0 2 ・・・

・・・ ・・・

・・・ ・・・

第6 期基本計画

データ管理I D データ名 情報源I D

STI -0 0 0 1 ・・・ R-0 0 0 1

STI -0 0 0 2 ・・・ R-0 0 0 2

・・・ ・・・

・・・ ・・・

情報源I D 情報源名

R-0 0 0 1 ・・・

R-0 0 0 2 ・・・

・・・ ・・・

・・・ ・・・

指標I D データ管理I D

I -10 0 1 STI -0 0 0 1

I -10 0 2 STI -0 0 0 2

I -10 0 3 STI -0 0 0 2

・・・ ・・・

Exce lファイル

基本計画の記述
に沿ったリスト データの管理単位のリスト

1つのSTI が1つの
Exce lファイルに対応

情報源テーブル

2 つのI D の対応関係
（1対1と は限らない）

6 期指標一覧
S T I 指標マスタ

情報源S T I -6 期指標対応
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だけで、管理上はひとまとめにした方が良いものがある。 

6 期指標 ID と STI 指標 ID の対応は図 2-1 の「STI-6 期指標対応」として整理した。この対応

は多対多対応となっているために別のテーブルとしている。すなわち、1つの 6期指標 IDに 1つ

の STI指標 ID が対応している場合だけではなく、1つの 6期指標 ID に複数の STI指標 ID が対応

している場合、1 つの STI 指標 ID に複数の 6 期指標 ID が対応している場合があり得る。なお、

IDは識別用のものであり、ユニークではあるが、順序等に特段に意味は持たせていない。 

1 つの STI 指標 ID に対して、1 つの Excel ファイルにデータをまとめて管理している。Excel

ファイルのファイル名は、以下の形式となっている。 

STI-NNNN_任意の文字列 vXX（バージョン番号）.xlsx 

2桁のバージョン番号が付与されており、ファイル更新のたびにバージョン番号を上げている。 

3） 情報源の ID付与（情報源） 

指標・主要指標の情報源については、以下の形式で管理用の ID を付与し、図 2-1の「情報源」

として整理した。ID は識別用のものであり、ユニークではあるが、順序等に特段の意味は持たせ

ていない。 

R-NNNN（4桁の数字） 

情報源 ID には、情報源の URL や、調査年度と公表年度の関係、公表時期等、留意すべき事項

を整理している。 

 

（2） 基本計画の主要指標・参考指標 

第 6 期科学技術・イノベーション基本計画で設定された以下の主要指標・参考指標の情報源や

データの存否、更新の必要性の有無について確認を行った。 

具体的には、科学技術・イノベーション政策において目指す主要な数値目標（主要指標）と現

状データ（参考指標）からなる計 119 の指標を活用し、基本計画の進捗及び成果の状況を把握す

ることとしている。また、「基本計画に基づき検討を行う指標」として 9つの指標を検討・把握す

ることとしている。 

これら計 119の指標（表 2-1）について、指標の取得可能性と、取得可能な場合の情報源・デー

タの取得、最新値、最新値から過去 5 年程度前の参考値の把握、及び参考値と比較した最新値の

増減傾向について把握した。 
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 計 119の指標(表 2-1) 

 科学技術・イノベーション政策において目指す主要な数値目標（主要指標） 

 現状データ（参考指標） 

表 2-1 主要指標、参考指標一覧 

指標 ID 項目 分類 指標（基本計画上の表記） データソース 
I-1001 

第２章 
１．国民
の安全と
安心を確
保する持
続可能で
強靭な社
会への変
革 

参考
指標 

The Sustainable Development Goals 
Report 

SDSN “Sustainable Development 
Report 20XX” 

I-1002 参考
指標 

より良い暮らし指標（Better Life 
Index） 

OECD Better Life Index 

I-1003 参考
指標 

健康寿命 内閣府「高齢社会白書（各年度）」 

I-1004 参考
指標 

GDP 国民経済計算 

I-1005 参考
指標 

国際競争力 IMD 「世界競争力年鑑」各年版 

I-1006 

第２章 
１．
（１）サ
イバー空
間とフィ
ジカル空
間の融合
による新
たな価値
の創出 

参考
指標 

行政サービス関連データのオープン化
状況 

総務省行政管理局「データカタログ
サイト」 

I-1007 参考
指標 

DX に取り組む企業の割合 ＩＰＡ「デジタル時代のスキル変革
等に関する調査（2021 年度）」 

I-1008 参考
指標 

ICT市場規模 総務省「情報通信白書」各年版 

I-1009 参考
指標 

IMD デジタル競争力ランキング IMD 「Digital Competitiveness 
Ranking」 

I-1010 参考
指標 

分野間データ連携基盤で検索可能なカ
タログセット数 

NII「CiNii（NII 学術情報ナビゲー
タ）」 ／ SIP サイバーステージ
ゲート資料 

I-1011 参考
指標 

分野間データ連携基盤で検索可能なカ
タログセットを提供するサイト数 

SIP サイバーステージゲート資料 

I-1012 参考
指標 

研究データ基盤システムに収載された
公的資金による研究データの公開メタ
データ（機関、プログラム毎など） 

NII 研究データ基盤（NII Research 
Data Cloud） 

I-1013 参考
指標 

通信網の整備状況：５G基盤展開率 総務省「デジタル田園都市国家イン
フラ整備計画」（2022 年３月） 

I-1014 参考
指標 

通信網の整備状況：５G基盤展開率光
ファイバ未整備世帯数 

総務省「デジタル田園都市国家イン
フラ整備計画」（2022 年３月） 

I-1015 参考
指標 

Society 5.0 の認知度、サービスへの期
待・不安：認知度 

内閣府「第 5 期科学技術基本計画の
レビュー及び次期科学技術基本計画
の策定に関する調査・分析等の委託 

I-1016 参考
指標 

数理・データサイエンス・AI教育プロ
グラム認定制度の認定教育プログラム
数 

文部科学省「令和 3 年度「数理・
データサイエンス・AI 教育プログラ
ム（リテラシーレベル）」認定結
果）（第 1 回、第 2 回）」 

I-1017 参考
指標 

情報通信分野の研究開発費 総務省「科学技術研究調査」 

I-1018 主要
指標 

スタートアップや研究者を含めた誰も
が、分野間でデータを連携・接続でき
る環境の整備状況：防災 

内閣府「世界と伍するスタートアッ
プ・エコシステム拠点都市の形成」 
※データ連係の仕組みが構築（2023
年度中）された後に、当該拠点都市
にアンケートを実施。 
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指標 ID 項目 分類 指標（基本計画上の表記） データソース 
I-1019 主要

指標 
スタートアップや研究者を含めた誰も
が、分野間でデータを連携・接続でき
る環境の整備状況：スマートシティ 

地方公共団体へのアンケート調査 

I-1020 

第２章 
１．
（２）地
球規模課
題の克服
に向けた
社会変革
と非連続
的イノ
ベーショ
ンの推進 

参考
指標 

革新的環境イノベーション戦略（イノ
ベーション・アクションプラン、アク
セラレーションプラン、ゼロエミッ
ション・イニシアティブズ）の進捗状
況 

定量的な指標ではなく、グリーンイ
ノベーション戦略推進会議において
進捗状況をフォローアップして、イ
ノベーションダッシュボードなどと
して整理して随時公表 

I-1021 参考
指標 

ゼロカーボンシティ数 環境省「ゼロ・カーボンシティ一覧
図（表明自治体数・人口グラフ
他）」 

I-1022 参考
指標 

環境分野の研究開発費 総務省「科学技術研究調査」 

I-1023 参考
指標 

エネルギー分野の研究開発費 総務省「科学技術研究調査」 

I-1024 参考
指標 

RE100 加盟企業数（日本） 日本気候リーダーズ・パートナー
シップ（JCLP）「RE100 参加日本企
業」 

I-1025 参考
指標 

温室効果ガス排出量 環境省「 2020 年度（令和 2 年度）
の温室効果ガス排出量（確報値）に
ついて」 

I-1026 参考
指標 

日本における平均気温上昇度 気象庁「日本の年平均気温偏差の経
年変化（1898～2021 年）」「気候変
動監視レポート」 

I-1027 参考
指標 

資源生産性 環境省「令和３年版環境白書・循環
型社会白書・生物多様性白書」を基
に作成。 

I-1028 参考
指標 

循環型社会ビジネスの市場規模 環境省「令和２年度 環境産業の市場
規模・雇用規模等に関する報告書」 

I-1029 

第２章 
１．
（３）レ
ジリエン
トで安
全・安心
な社会の
構築 

参考
指標 

自然災害による死者・行方不明者数 内閣府「令和４年版防災白書」 

I-1030 参考
指標 

自然災害による施設関係等被害額 内閣府「令和４年版防災白書」 

I-1031 参考
指標 

短時間強雨（50mm/h 以上）の年間発
生回数 

気象庁「大雨や猛暑日など（極端現
象）のこれまでの変化」 

I-1032 参考
指標 

建設後 50 年以上経過するインフラの
割合 

国土交通省「国土交通白書」 

I-1033 参考
指標 

サイバー攻撃件数 情報処理推進機構「情報セキュリ
ティ白書 2020」 

I-1034 参考
指標 

感染症発生動向調査における、感染症
患者の報告件数 

国立感染症研究所「発生動向調査年
別報告数一覧（全数把握）」 

I-1035 主要
指標 

基盤的防災情報流通ネットワーク
SIP4D（Shared Information Platform 
for Disaster Management）を活用し
た災害対応が可能な都道府県数 

内閣府において都道府県、防災科学
技術研究所に確認 

I-1036 主要
指標 

防災チャットボットの運用自治体数 ウェザーニュース 

I-1037 主要
指標 

2025 年度目途に府省庁及び主要な自
治体・民間企業とのインフラデータプ
ラットフォーム間の連携及び主要他分
野とのデータ連携を完了 

ＰＲＩＳＭ革新的建設・インフラ維
持管理技術／革新的防災・減災技術
領域における取組の確認 

I-1038 主要
指標 

2021 年度にサイバーセキュリティ情
報を国内で収集・生成・提供するため
のシステム基盤を構築、産学への開放
を実施 

内閣官房（NISC) 
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指標 ID 項目 分類 指標（基本計画上の表記） データソース 
I-1039 主要

指標 
生物学的脅威に対する対応力強化 厚生労働省 

I-1040 主要
指標 

新たなシンクタンク機能 内閣府 

I-1041 

第２章 
１．
（４）価
値共創型
の新たな
産業基盤
（イノ
ベーショ
ン・エコ
システ
ム）の形
成 

参考
指標 

大学等スタートアップ創業数 文部科学省「大学等における産学連
携等実施状況について」 

I-1042 参考
指標 

VC等による投資額・投資件数 一般財団法人ベンチャーエンタープ
ライズセンター「ベンチャー白書
2021」 

I-1043 参考
指標 

国境を越えた商標出願と特許出願 NISTEP「科学技術指標」 

I-1044 参考
指標 

研究者の部門間の流動性 総務省「科学技術研究調査」 

I-1045 主要
指標 

SBIR制度に基づくスタートアップ等
への支出目標 

中小企業・小規模事業者に対する特
定補助金の交付の方針について（平
成 27～令和 2 年度） 

I-1046 主要
指標 

官公需法に基づく創業 10 年未満の新
規事業者向け契約目標 

経済産業省「中小企業・小規模事業
者向け契約実績」 

I-1047 主要
指標 

実践的なアントレプレナーシッププロ
グラムの受講者数 

文部科学省調べ 

I-1048 主要
指標 

大学等及び国立研究開発法人における
民間企業からの共同研究の受入額 

大学は文部科学省「大学等における
産学連携等実施状況について」、研
究開発法人は内閣府調査 

I-1049 主要
指標 

分野間でデータを連携・接続する事例
を有するスタートアップ・エコシステ
ム拠点都市数の割合 

内閣府「世界と伍するスタートアッ
プ・エコシステム拠点都市の形成」 
※データ連係の仕組みが構築（2023
年度中）された後に、当該拠点都市
にアンケートを実施。 

I-1050 主要
指標 

企業価値又は時価総額が 10 億ドル以
上となる、未上場ベンチャー企業（ユ
ニコーン）又は上場ベンチャー企業創
出数 

内閣府調査 

I-1051 

第２章 
１．
（５）次
世代のく
らしの基
盤となる
都市と地
域づくり 
（スマー
トシティ
の展開） 

参考
指標 

都市 OS（データ連携基盤）上で構築
されたサービスの種類数 

株式会社日建設計総合研究所「ス
マートシティ評価指標の調査業務報
告書」 （2022 年３月） 

I-1052 参考
指標 

都市 OS（データ連携基盤）を活用し
てサービスを提供するユーザー数 

地方公共団体へのアンケート調査 

I-1053 参考
指標 

政府スマートシティ関連事業に基づき
技術の実装がされている地域 

内閣府調査 

I-1054 参考
指標 

スマートシティの連携事例数 株式会社日建設計総合研究所「ス
マートシティ評価指標の調査業務報
告書」（2022 年３月） 

I-1055 参考
指標 

大学等における地域貢献・社会課題解
決に関する普及促進活動数 

株式会社日建設計総合研究所「ス
マートシティ評価指標の調査業務報
告書」（2022 年３月） 

I-1056 参考
指標 

スマートシティの構築を先導する人材
数 

株式会社日建設計総合研究所「ス
マートシティ評価指標の調査業務報
告書」（2022 年３月） 

I-1057 主要
指標 

スマートシティの実装数（技術の実装
や分野間でデータを連携・接続する自
治体・地域団体数） 

内閣府調査 

I-1058 主要
指標 

スマートシティに取り組む自治体及び
民間企業・地域団体の数（スマートシ
ティ官民連携プラットフォームの会
員・オブザーバ数） 

スマートシティ官民連携プラット
フォームウェブサイト 
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指標 ID 項目 分類 指標（基本計画上の表記） データソース 
I-1059 主要

指標 
海外での先進的なデジタル技術・シス
テム（スマートシティをはじめ複数分
野に跨る情報基盤、高度 ICT、AI 等）
の獲得・活用に係る案件形成などに向
けた支援件数 

令和３年度 Smart JAMP の取組につ
いて 

I-1060 

第２章 
１．
（６）
様々な社
会課題を
解決する
ための研
究開発・
社会実装
の推進と
総合知の
活用 

参考
指標 

戦略的な分野（ＡＩ、バイオテクノロ
ジー、量子技術、マテリアル等）にお
ける研究開発費 

総務省「科学技術研究調査」 

I-1061 参考
指標 

世界企業時価総額ランキング 統合イノベーション戦略 2022  

I-1062 参考
指標 

IMD 世界競争力ランキング IMD 「世界競争力年鑑」 各年版 

I-1063 参考
指標 

政府事業等のイノベーション化の実施
状況 

内閣府調査 

I-1064 参考
指標 

総合知を活用した研究開発課題数の割
合 

文部科学省科学技術・学術政策研究
所「科学技術の状況に係る総合的意
識調査（NISTEP 定点調査 
2021）」 

I-1065 参考
指標 

食料自給率・輸出額、食品ロス量、自
動走行車普及率・交通事故者数など社
会課題関連指標 

自動運転システムの世界市場規模予
測は矢野経済研究所/警察庁交通局
「交通事故の発生状況」、食料自給
率は農林水産省「令和 3 年度食料自
給率・食料自給力指標について」農
林水産物・食品輸出額については農
林水産省「農林水産物・食品の輸出
額の推移」 

I-1066 参考
指標 

課題・分野別の論文、知財、標準化 クラリベイト・アナリティクス社 
Web of Science XML 

I-1067 参考
指標 

研究データ基盤システムに収載された
公的資金による研究データの公開メタ
データ（機関、プログラム毎など） 

NII 研究データ基盤（NII Research 
Data Cloud） 

I-1068 参考
指標 

科学技術に関する国民意識調査 文部科学省 科学技術・学術政策研究
所「科学技術に関する国民意識調査 
－DX について－」 

I-1069 主要
指標 

研究データ基盤システムに収載された
公的資金による研究データの公開メタ
データ（機関、プログラム毎など） 

NII 研究データ基盤（NII Research 
Data Cloud） 

I-1070 主要
指標 

国益を最大化できるような科学技術国
際協力ネットワークの戦略的構築：科
学技術外交を戦略的に推進し、先端重
要分野における国際協力取決め数や被
引用数 Top１％論文中の国際共著論文
数を着実に増やしていく 

クラリベイト・アナリティクス社 
Web of Science XML 

I-1071 主要
指標 

国際的な合意形成や枠組み・ルール形
成等における我が国のプレゼンス：国
際機関におけるガイドライン等の作成
における我が国の関与を高めるととも
に、社会課題の解決や国際市場の獲得
等に向けた知的財産・標準の国際的・
戦略的な活用に関する取組状況（国際
標準の形成・活用に係る取組や支援の
件数等）を着実に進展させていく 

知財本部 

I-1072 第２章 
２．知の
フロン
ティアを

参考
指標 

国際的に注目される研究領域（サイエ
ンスマップ）への参画数、参画割合 

NISTEP「サイエンスマップ」 

I-1073 参考
指標 

特許に引用される論文数 クラリベイト・アナリティクス社 
Web of Science XML 
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指標 ID 項目 分類 指標（基本計画上の表記） データソース 
I-1074 開拓し価

値創造の
源泉とな
る研究力
の強化 

参考
指標 

被引用数 Top10％補正論文数、総論文
数に占める割合 

文部科学省 科学技術・学術政策研
究所「科学技術指標」 

I-1075 

第２章 
２．
（１）多
様で卓越
した研究
を生み出
す環境の
再構築 

参考
指標 

総論文数に占める被引用数 Top10％補
正論文数の割合 

文部科学省 科学技術・学術政策研
究所「科学技術指標」 

I-1076 参考
指標 

総論文数及びその国際シェア 文部科学省 科学技術・学術政策研
究所「科学技術指標」 

I-1077 参考
指標 

国際的に注目される研究領域（サイエ
ンスマップ）への参画数、参画割合 

NISTEP「サイエンスマップ」 

I-1078 参考
指標 

人口当たりの博士号取得者数 文部科学省 科学技術・学術政策研
究所「科学技術指標」 

I-1079 参考
指標 

若手研究者（40 歳未満の大学本務教
員）の数と全体に占める割合 

文部科学省「学校教員統計調査」 

I-1080 参考
指標 

民間企業を含めた全研究者に占める女
性研究者の割合 

総務省「科学技術研究調査」 

I-1081 参考
指標 

大学本務教員に占める女性研究者の割
合 

文部科学省「学校基本調査」 

I-1082 参考
指標 

博士後期課程在籍者に占める女性の割
合（分野別） 

文部科学省「学校基本調査」 

I-1083 主要
指標 

生活費相当額程度を受給する博士後期
課程学生 

平成 25 年度文部科学省先導的大学改
革推進委託事業「博士課程学生の経
済的支援状況と進路実態に係る調査
研究」、平成 28 年度文部科学省先導
的大学改革推進委託事業「博士課程
学生の経済的支援状況に係る調査研
究」（平成 29 年 3 月、令和元年度文
部科学省先導的大学改革推進委託事
業「博士課程学生の経済的支援状況
に係る調査研究」 

I-1084 主要
指標 

産業界による理工系博士号取得者の採
用者数 

文部科学省先導的大学改革推進委託
事業「大学院における教育改革の実
態把握・分析等に関する調査研究」
及び内閣府資料及び「研究力強化・
若手研究者支援総合パッケージ」 

I-1085 主要
指標 

40 歳未満の大学本務教員の数 文部科学省「学校教員統計調査」 

I-1086 主要
指標 

研究大学（卓越した成果を創出してい
る海外大学と伍して、全学的に世界で
卓越した教育研究、社会実装を機能強
化の中核とする「重点支援③」の国立
大学）における、35～39 歳の大学本
務教員数に占めるテニュア教員及びテ
ニュアトラック教員の割合 

文部科学省による国立大学本務教員
数の調査結果を内閣府にて集計 

I-1087 主要
指標 

大学における女性研究者の新規採用割
合 

内閣府「女性の政策・方針決定参画
状況調べ」 

I-1088 主要
指標 

大学教員のうち、教授等（学長、副学
長、教授）に占める女性割合 

文部科学省「学校基本調査」 

I-1089 主要
指標 

大学等教員の職務に占める学内事務等
の割合 

文部科学省「大学等におけるフルタ
イム換算データに関する調査」 

I-1090 第２章 
２．
（２）新
たな研究

参考
指標 

国立研究開発法人における研究データ
ポリシーの策定法人数 

大学：文部科学省 令和３年度学術
情報基盤実態調査、大学共同利用機
関法人：文部科学省調査、国立研究
開発法人：内閣府調査 
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指標 ID 項目 分類 指標（基本計画上の表記） データソース 
I-1091 システム

の構築
（オープ
ンサイエ
ンスと
データ駆
動型研究
等の推
進） 

参考
指標 

競争的研究費制度におけるデータマネ
ジメントプラン（DMP）の導入済み府
省・機関数 

内閣府調査 

I-1092 参考
指標 

国内における機関リポジトリの構築数 国立情報学研究所「機関リポジトリ
公開数とコンテンツ数の推移」 

I-1093 参考
指標 

研究データ公開の経験のある研究者割
合 

文部科学省科学技術・学術政策研究
所「研究データ公開と論文のオープ
ンアクセスに関する実態調査 2020 

I-1094 参考
指標 

プレプリント公開の経験のある研究者
割合 

文部科学省科学技術・学術政策研究
所「プレプリントの利活用と認識に
関する調査」 

I-1095 参考
指標 

HPCI 提供可能資源量 HPCI（High Performance 
Computing Infrastructure）「HPCI
システムの公募の変遷」 

I-1096 参考
指標 

研究設備・機器の共用化の割合 内閣府「産学連携活動マネジメント
に関する調査」 

I-1097 主要
指標 

機関リポジトリを有する全ての大学・
大学共同利用機関法人・国立研究開発
法人において、2025 年までに、デー
タポリシーの策定率が 100％になる。
（策定率） 

大学：文部科学省 令和３年度学術
情報基盤実態調査、大学共同利用機
関法人：文部科学省調査、国立研究
開発法人：内閣府調査 

I-1098 主要
指標 

公募型の研究資金 109 の新規公募分に
おいて、2023 年度までに、データマ
ネジメントプラン（DMP）及びこれと
連動したメタデータの付与を行う仕組
みの導入率が 100％になる。（導入
率） 

内閣府調査（競争的研究費を所管す
る府省への調査） 

I-1099 

第２章 
２．
（３）大
学改革の
促進と戦
略的経営
に向けた
機能拡張 

参考
指標 

国立大学法人の 2007～2018年度の寄
附金収入増加率の年平均 

各国立大学法人の財務諸表 

I-1100 参考
指標 

大学等及び国立研究開発法人における
民間企業からの共同研究の受入額 

大学等：文部科学省「大学等におけ
る産学連携等実施状況について」を
基に作成。研究開発型法人：内閣府
調査 

I-1101 参考
指標 

主要大学における 2005～2019 年度の
経常支出の成長率（病院経費除く） 

各大学財務諸表 

I-1102 主要
指標 

大学等及び国立研究開発法人における
民間企業からの共同研究の受入額 

大学等：文部科学省「大学等におけ
る産学連携等実施状況について」を
基に作成。研究開発型法人：内閣府
調査 

I-1103 主要
指標 

国立大学法人の寄附金収入増加率 各国立大学法人の財務諸表 

I-1104 

第２章 
３．一人
ひとりの
多様な幸
せと課題
への挑戦
を実現す
る教育・
人材育成 

参考
指標 

算数・数学・理科が「楽しい」と思う
児童・生徒の割合 

文部科学省「国際数学・理科教育動
向調査（TIMSS2019）のポイント」 

I-1105 参考
指標 

社会における問題の解決に関与したい
と思う若者の割合 

内閣府「子供・若者総合調査」の実
施に向けた調査研究」 

I-1106 参考
指標 

時間外勤務時間が 80 時間を超える教
職員の割合 

文部科学省「教育委員会における学
校の働き方改革のための取組状況調
査」 

I-1107 参考
指標 

学校における ICT環境整備の状況 文部科学省「令和元年度学校におけ
る教育の情報化の実態等に関する調
査」 

I-1108 参考
指標 

教育訓練休暇制度の導入割合 厚生労働省「平成 30 年度能力開発基
本調査」 

I-1109 参考
指標 

キャリアコンサルタントの数 キャリアコンサルタント登録セン
ター「キャリアコンサルタント登録
者数」 
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指標 ID 項目 分類 指標（基本計画上の表記） データソース 
I-1110 主要

指標 
小中学校段階における算数・数学・理
科が「楽しい」と思う児童・生徒の割
合につき、2025 年度までに、国際的
に遜色のない水準を視野にその割合の
増を目指す。 

文部科学省「国際数学・理科教育動
向調査（TIMSS2019）のポイント」 

I-1111 主要
指標 

2022 年度までに、大学・専門学校等
でのリカレント教育の社会人受講者数
を 100 万人とする。 

成長戦略 2019（令和元年６月２１日
閣議決定） 

I-1112 

第 3 章
１．知と
価値の創
出のため
の資金循
環の活性
化 

参考
指標 

官民の研究開発費総額（対ＧＤＰ比） 総務省「科学技術研究調査」 

I-1113 参考
指標 

第 5 期基本計画期間中における「科学
技術関係予算」 

内閣府「科学技術関係予算」 

I-1114 参考
指標 

国立大学法人、研究開発法人、大学共
同利用機関法人における研究費の
2018 年度予算執行額の合計 

内閣府 e-CSTI  

I-1115 参考
指標 

企業の能力開発投資を含む日本の無形
資産投資 

独立行政法人経済産業研究所「JIP
データベース」 

I-1116 参考
指標 

ESG投資 NPO 法人日本サステナブル投資
フォーラム「サステナブル投資残高
アンケート 2021 調査結果」 

I-1117 参考
指標 

インパクト投資 GSG国内諮問委員会「日本における
インパクト投資の現状」 

I-1118 主要
指標 

2021 年度より 2025 年度までの、政府
研究開発投資の総額の規模 

内閣府「科学技術関係予算の推移」 

I-1119 主要
指標 

2021 年度より 2025 年度までの、官民
合わせた研究開発投資の総額 

総務省「科学技術研究調査」 

 

（3） 研究力強化・若手研究者支援総合パッケージの測定指標・達成目標 

「研究力強化・若手研究者支援総合パッケージ」に記載された測定指標・達成目標についても

基本計画についてのデータ整理体系に追加する形で整理した（図 2-2）。 
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図 2-2 パッケージの指標リストのデータ構造 

 

2.1.2 独法調査 

2022 年度の独法調査は、過年度までの独法（29 法人）を対象とした単独の調査は実施しない

こととし、ただし、各独法の状況把握に必要な一部の調査項目に関しては、内閣府における「産

学連携活動マネジメントに関する調査（産連調査）」に統合しての実施となった。過去からの継続

性の観点で統合した調査に必要な情報は適宜提供することとした。 

各独法の状況把握に必要な調査項目の例（内閣府実施の産連調査に統合）は以下のとおり。 

 法人の収入、支出 

 在籍する職員数（研究者含む）の内訳 

 研究者の採用・転入 

 研究者の転出 

 海外への派遣研究者 

 海外からの受入れ研究者 

 外国の大学・研究機関等との「研究協力協定等」の件数 

 論文発表数 

指標I D 指標名

I -10 0 1 ・・・

I -10 0 2 ・・・

・・・ ・・・

・・・ ・・・

第6 期基本計画

データ管理I D データ名 情報源I D

STI -0 0 0 1 ・・・ R-0 0 0 1

STI -0 0 0 2 ・・・ R-0 0 0 2

・・・ ・・・

・・・ ・・・

情報源I D 情報源名

R-0 0 0 1 ・・・

R-0 0 0 2 ・・・

・・・ ・・・

・・・ ・・・

指標I D データ管理I D

I -10 0 1 STI -0 0 0 1

I -10 0 2 STI -0 0 0 2

I -10 0 3 STI -0 0 0 2

・・・ ・・・

Exce lファイル

基本計画の記述
に沿ったリスト データの管理単位のリスト

1つのSTI が1つの
Exce lファイルに対応

情報源テーブル

2 つのI D の対応関係
（1対1と は限らない）

6 期指標一覧
S T I 指標マスタ

情報源S T I -6 期指標対応
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2.2 第 6期基本計画の進捗状況の把握、評価 

基本計画の評価対象である 11テーマについて、ロジックチャートを更新し、2.1で収集・更新

した指標をもとに俯瞰的に分析した。 

 第 2章 1.（１）サイバー空間とフィジカル空間の融合による新たな価値の創出 

 第 2章 1.（２）地球規模課題の克服に向けた社会変革と非連続的イノベーションの推進 

 第 2章 1.（３）レジリエントで安全・安心な社会の構築 

 第 2章 1.（４）価値共創型の新たな産業を創出する基盤となるイノベーション・エコシス

テムの形成 

 第 2章 1.（５）次世代に引き継ぐ基盤となる都市と地域づくり（スマートシティの展開） 

 第 2 章 1.（６）様々な社会問題を解決するための研究開発・社会実装の推進と総合知の活

用 

 第 2章 2.（１）多様で卓越した研究を生み出す環境の再構築 【昨年度試行】 

 第 2 章 2.（２）新たな研究システムの構築（オープンサイエンスとデータ駆動型研究等の

推進） 

 第 2章 2.（３）大学改革の促進と戦略的経営に向けた機能拡張 

 第 2章 3．一人ひとりの多様な幸せと課題への挑戦を実現する教育・人材育成 

 第 3章 1.知の価値の創出のための資金循環の活性化 

さらに、深掘り分析として、2021 年度の評価専門調査会等で検討された 1 テーマに、4 つの

テーマを加えた合計 5テーマ（上記で下線を付したもの）について、2021年度に実施した手法に

基づき、要因分析等、進捗状況の把握に必要な作業を行った。このうち、2テーマは今年度の評価

専門調査会、評価専門調査会を支える検討会での議論に用いた（2.3）。 

分析事項と考え方・アプローチを表 2-2に示す。分析事項を A-1、A-2、A-3、Bと区分して実

施した。昨年度の手法を踏襲しているが、今年度は本格実施としてテーマ数が増加していること

から、以下の方針で検討した。 

 A-1について、内訳分析等を中心に実施し、追加データは必要最小限とする。 

 A-2については、昨年度調査を踏襲する。 

 A-3については、主要な先行調査に絞って参照し、分析を行う。 

 B として、基本計画モニタリング・評価作業手順書（参考資料）の更新を行う。 
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表 2-2 分析事項と考え方・アプローチ 

 

2.2.1 ロジックチャートの作成 

基本計画の記述を参考に、昨年度調査で試行が行われた 1 テーマを更新するとともに、それ以

外の 10テーマのロジックチャートも作成した。また、各ロジックチャートには 2.1.1（1）で整理

した指標 IDを付与してデータとの対応関係を明確にした。 

作成したロジックチャートは参考資料に示す。 

2.2.2 深掘り分析「多様で卓越した研究を生み出す環境の再構築」 

昨年度実施したテーマである「多様で卓越した研究を生み出す環境の再構築」について、今年

度も参考資料に示したロジックチャートのとおり、以下の分析項目 1、分析項目 2、分析項目 3に

分けて分析を実施した。 

 分析項目 1 優秀な若者の博士後期課程への進学 

 分析項目 2 厚みのある基礎研究・学術研究の推進 

 分析項目 3 ダイバーシティの確保、研究時間の確保、知の交流 

分析事項 分析の考え方 分析のアプローチ
A-1 基本計画の目標が達成さ

れているか。
 指標の変化等に着目し、基本計画の目標がど

の程度達成されているか。
 指標の分析から得られる、目標の達成に向けた

課題は何か。
※目標とは、最終的には「Society 5.0の実現」や「大目標」であるとの
認識を意識する一方で、 まずは、「中目標」の達成に向けた、ロ
ジックチャート上の構成要素と想定。数値目標が設定された主要
指標等を中心に定量的・定性的に分析。

 既に設定されている指標（主要指標、参考
指標）の内訳分析等を実施。

 先行調査、e-CSTI等から追加データのリスト
アップ。

A-2 基本計画に対応した具体的な
取組（施策群）が着実に実
施されているか。

 基本計画の目標の達成に向けて、基本計画及び
統合イノベーション戦略（年次戦略）に記載されて
いる具体的な取組（施策群）が着実に実施され
ているか。

 施策群の構成や濃淡はあるか。過年度との比較し、
施策群が強化されている点は何か。

 各府省の連携、役割分担は適切か。
※ 個々の施策の是非に着目するのではなく施策群として分析。

 基本計画及び年次戦略に基づき、具体的
な取組（施策群）を要素分解し、（ロジッ
クチャートのような形で）各省施策を分類・
図式化する。

 基本計画及び年次戦略の記載内容につい
て、行政事業レビューや科学技術関係予算
等の施策と対応、詳細情報を把握。

A-3 基本計画の進捗に影響を与え
ている要因と、改善に向けて対
応すべき課題は何か。

 目標の達成に向けて施策群が機能しているか。
 指標の変化や、施策群の強度等の関係から、進捗

に影響を与えている要因は何か。
 さらに進捗を促す必要がある重要課題と、追加的に

考えられる対策は何か。
 今後さらに詳細な評価・分析が必要な重要課題等

は何か。

 指標の変化等や、施策群の実施状況・強
度の関係等を分析。

 先行文献調査等により詳細情報を加え、重
要課題、追加的に考えられる対策を検討。

B ロジックチャートや指標の設定
等で改善すべき点はあるか。

 外部環境や進捗状況を考慮して、指標は適切に
設定されているか。ロジックチャートで上位要素と下
位要素に関係性は認められるか。改善すべき点はあ
るか。

 分析の結果、改善すべき点があれば整理。

指標による
目標達成状況分析

施策実施状況分析

総合分析
（A1+A2）

手法改善
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さらに、今年度は本テーマに関連している「研究力強化・若手研究者支援統合パッケージ」に

ついても、本テーマとの対応を図 2-3のように整理した上で、進捗を把握した。 

深掘り分析の詳細は別添資料としており、ここでは概略と結論部分を示す。 
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図 2-3 パッケージと基本計画の対応関係 

産業界へのキャリアパ
ス・流動の拡大等

優秀な研究者」に世界
水準の待遇を実現

博士後期課程学生の
処遇の向上

研究力強化・若手研究者支援統合パッケージ（2020年1月）

新・パッケージ？
（研究環境G）

第6期科技・イノベ基本計画（ 2021年3月）

研究環境G
【資金】
創発的研究の支援

【人材】
博士課程の魅力の向上

【資金】
（基礎研究の強化）競争的研究費の一体的
見直し

【人材】
産業界へのキャリアパス・流動の拡大

【環境】
研究インフラの高度化・効率化・共有化

優秀な若者の博士後
期課程の進学

厚みのある基礎研究・
学術研究の推進

ダイバーシティの確保

研究時間の確保

知の交流

社会的課題の解決に
向けた総合知

分析項目１

分析項目２

分析項目3.2

分析項目3.1

分析項目3.3

分析項目4

【人材】
グローバル競争力のある研究者の創出・国際
ネットワークの強化

【人材】
ダイバーシティの拡大

【資金】
外部資金獲得の強化・オープンイノベーションの
強化・大学発ベンチャー企業支援

【環境】
マネジメント人材やURL、エンジニア等のキャリア
パス、研究時間の確保

【人材】
優秀な若手研究者の安定と自立確保

若手研究者のポスト拡
大

出口が
別のテーマ

挑戦的研究費の提供

研究環境の充実（研究時
間の確保と施設の共有化）

①博士後期課程学生への処遇向上

①キャリアパスの拡大

②大学等において若手研究者が活躍でき
る環境の整備

③女性研究者の活躍促進

④基礎研究・学術研究の振興

⑤国際共同研究・国際頭脳循環の推進

⑥研究時間の確保

⑦人文・社会科学の振興と総合知の創出

⑧競争的研究費制度の一体的改革

若手パッケージ 6期基本計画
※分析項目： ロジックチャート上の項目
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出所）内閣府 評価専門調査会資料 
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（1） A-1 指標による目標達成状況分析 

内訳分析 1）と追加データによる分析 2）を行った。「研究力強化・若手研究者支援総合パッケー

ジ」の構成に沿った分析 3）も行った。 

1） 内訳分析 

分析項目 1「優秀な若者の博士後期課程への進学」について、設定されている既存指標につい

て、全体傾向だけではなく内訳等も収集して達成状況の分析を実施した。内訳の分析においては、

（学術）分野別、大学別に着目した。キャリアパスも含む博士後期課程の状況は分野別に大きく

異なっていること、当該目標達成のためには国が講じるべき施策のみならず、大学が機関として

取り組まなければならない要素も大きいが、マネジメントは大学別にも大きく状況が異なってい

ることが理由である。 

表 2-3 分析項目 1「優秀な若者の博士後期課程への進学」の A-1①内訳分析の概要 

対応するロジックチャート
の要素 区分 指標 内訳等分析の視点 

優秀な若者が、誇りを持ち
博士後期課程に進学し、挑
戦に踏み出す 

参考指標 人口当たりの博士号取得者数 分野別 
国公私立大学別 

    
優秀な若者が、博士後期課
程に経済的な心配をしない 

主要指標 生活費相当額程度を受給する博士
後期課程学生 

分野別 

優秀な若者が、博士後期課
程進学後の将来の活躍に展
望が描ける状況となる 

主要指標 産業界による理工系博士号取得者
の採用者数 

分野別 
産業別※ 
企業規模別※ 

主要指標 若手研究者（40歳未満の大学本
務教員）数と全体に占める割合 

分野別 
大学別※ 

主要指標 研究大学における、35～39歳の
大学本務教員数に占めるテニュア
教員及びテニュアトラック教員の
割合 

大学別※ 

※以下の理由により分析未実施。 
・非公開データであり各省照会により取得する必要がある。 
・既存指標の出典からは取得できないため別出典による推計・集計が必要である。 

 

分析項目 2「厚みのある基礎研究・学術研究の推進」については、指標は設定されていないので

内訳分析は実施していない。 

分析項目 3「ダイバーシティの確保、研究時間の確保、知の交流」について、設定されている既

存指標について、全体傾向だけではなく内訳等も収集して達成状況の分析を実施した。「大学別」

の内訳分析が必要な理由は、当該目標達成のためには国が講じるべき施策のみならず、大学が機
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関として取り組まなければならない要素も大きいと考えられるためである。 
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表 2-4 分析項目 3「ダイバーシティの確保、研究時間の確保、知の交流」の A-1①内訳分析の概要 

対応する 
ロジックチャートの要素 区分 指標 内訳等分析の視点 

多様な研究者が、多様な主
体と活発な知的交流を図
り、研究の多様性が進む 

参考指標 民間企業を含めた全研究者に占める 
女性研究者の割合 

組織別 
分野別 

参考指標 大学本務教員に占める女性研究者の
割合 

大学別※ 
職位別 

参考指標 博士後期課程在籍者に占める女性の 
割合（分野別） 

大学別※ 
    
研究者の研究時間が確保さ
れる 

主要指標 大学等教員の職務に占める学内事務
等の割合 

大学別※ 
分野別 
職位別 

研究人材の多様性が確保さ
れる 

主要指標 大学における女性研究者の新規採用
割合 

大学別※ 
分野別 

主要指標 大学教員のうち、教授等（学長、副
学長、教授）に占める女性割合 

大学別※ 

多くの研究者が、海外研さ
ん・海外経験を積み、海外
研究者とのネットワークを
構築する 

－ 設定なし － 

※以下の理由により分析未実施。 
・非公開データであり各省照会により取得する必要がある。 
・既存指標の出典からは取得できないため別出典による推計・集計が必要である。 

 

内訳分析の結果を表 2-5、表 2-6にまとめた。参考資料のロジックチャートの要素に対応させ

て整理している。 

表 2-5 分析項目 1「優秀な若者の博士後期課程への進学」の A-1①内訳分析のまとめ 

対応するロ
ジック

チャートの
要素 

指標 目標 
達成※1 

時系列
変化※2 内訳等分析から明らかになった点 

優秀な若者
が、誇りを
持ち博士後
期課程に進
学し、挑戦
に踏み出す 

【参考指標】 
人口当たりの 
博士号取得者数 

― 停滞  日本全体の人口は減少傾向であるが、同指標
は 2015～2019 年度あたりは横ばい傾向。博
士号取得者数自体もほぼ横ばい。 

 分野別では、2015 年度と 2019年度を比較
すると、構成比では工学と理学の減少割合が
大きい。 

 博士号取得者数は 7割弱を国立大学が占めて
おり、過去 10 年の減少も主に国立大学で起
きている。      

優秀な若者
が、博士後
期課程に経
済的な心配
をしない 

【主要指標】 
生活費相当額程
度を受給する博
士後期課程学生 

課題 
あり 

停滞  生活費相当額受給者割合は、2012年度から
2018 年度にかけてはほぼ横ばい傾向。 

優秀な若者
が、博士後
期課程進学
後の将来の
活躍に展望
が描ける状

【主要指標】 
産業界による理
工系博士号取得
者の採用者数 

課題 
あり 

悪化  採用者数は減少傾向であり、目標達成は困難
（2025年度までに年当たり採用者数を約
1,000名増加）。 

 ただし、同データは新規の博士号取得者のみ
であり中途採用はカウントされていないため
解釈には注意が必要。 
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況となる 【主要指標】 
若手研究者（40
歳未満の大学本
務教員）数と全
体に占める割合 

課題 
あり 

悪化  全体的に高齢化が進んでおり、目標達成は困
難。 

 若手（40歳未満）の大学本務教員は 10年以
上減少傾向が続いている一方、それ以外の年
代は増加を続けており、目標とは反対の方向
に推移している。 

【主要指標】 
研究大学におけ
る、35～39 歳
の大学本務教員
数に占めるテ
ニュア教員及び
テニュアトラッ
ク教員の割合 

達成 
見込み 
（試
算） 

不明  2025 年時点の試算によれば、目標は達成見
込み（2019 年の割合から 1割増）。 

 分野・大学（特に保健分野、医学系を有する
大学）では傾向が大きく異なる可能性があ
り、今後より詳しいデータが必要。 

※1 「目標達成」は基本計画で示された目標の達成可能性について記述。 
  課題あり  ：同様の傾向が続けば目標達成が難しい状況 
  達成見込み ：同様の傾向が続けば目標達成が見込める状況 
  ―  ：目標設定がない場合 
※2 「時系列変化」は直近 5年程度の変化を踏まえて記述。 
  悪化：目標達成やさらなる進展につながる方向とは逆に変化している状況 
  停滞：大きな変化がなく横ばいの状況 
  不明：過去データがなく時系列変化が不明の場合 
※3 これらはいずれも 2022年度で得られるデータをもとに整理したもの。今後の状況変化によって概況も変わり得る。基本計

画に紐づく施策群の推進による今後の効果等は含まれていない。 
 

分析項目 2「厚みのある基礎研究・学術研究の推進」については、指標は設定されていないので

内訳分析は実施していない。 

 

表 2-6 分析項目 3「ダイバーシティの確保、研究時間の確保、知の交流」の A-1①内訳分析のまとめ 

対応するロ
ジック

チャートの
要素 

指標 目標 
達成※1 

時系列
変化※2 内訳等分析から明らかになった点 

多様な研究
者が、多様
な主体と活
発な知的交
流を図り、
研究の多様
性が進む 

【参考指標】 
民間企業を含
めた全研究者
に占める女性
研究者の割合 

― 好転  女性研究者の割合は増加（15.3%【2015年
度】→17.5%【2020年度】）しているもの
の、国際的には大きく後れを取っている。 

 「企業」の「工学」において特に女性研究者
の割合が小さい。 

【参考指標】 
大学本務教員
に占める女性
研究者の割合 

― 好転  女性教員の割合はいずれの職位も引き続き増
加傾向（44,943 人【2017 年度】→50,980 人
【2022年度】）。 

 女性研究者の活躍促進に関する取組は大学別
に多様かつ取組度合いも大きく異なるため、
「大学別」の内訳分析が必要であるが、非公
開データのため分析未実施。 
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【参考指標】 
博士後期課程
在籍者に占め
る女性の割合
（分野別） 

― 停滞  分野別では、2022 年度は人文科学における割
合が最も大きく 53%、次いで社会科学 38%、
農学 37%、医・歯・薬学 31%、理学 21%、工
学 19%と続く。 

 女性研究者の活躍促進に関する取組は大学別
に多様かつ取組度合いも大きく異なるため、
「大学別」の内訳分析が必要であるが、非公
開データのため分析未実施。      

研究者の研
究時間が確
保される 

【主要指標】 
大学等教員の
職務に 
占める学内事
務等の割合 

課題 
あり 

悪化  その他職務活動（学内事務等）の割合は、
2012 年度から 2017年度にかけて増加傾向。
分野別、職位別ではいずれも「研究時間」の
割合が減少傾向。 

 職務に占める学内事務等の割合には、大学に
よる機関としての取組状況が大きく影響する
ため、「大学別」の内訳分析が必要である
が、非公開データのため分析未実施。 

研究人材の
多様性が確
保される 

【主要指標】 
大学における
女性研究者の
新規採用割合 

課題 
あり 

好転  女性研究者の新規採用割合は、2015年度から
2019 年度にかけて、理学、工学で緩やかに増
加しているが、農学、医学・歯学・薬学で減
少・横ばいとなっており、全ての分野での目
標達成はできない可能性。 

【主要指標】 
大学教員のう
ち、教授等
（学長、副学
長、教授）に
占める女性割
合 

課題 
あり 

好転  教授等に占める女性割合は増加しているが、
同様の増加率が続く場合は目標達成（早期に
20%、2025年度までに 23%）はできない可能
性。特に、国立大学の伸びが小さい。 

 学長、副学長に占める女性割合も増加傾向が
見られるが、国立大学は学長は横ばい、副学
長は伸びが小さい。 

 女性研究者の活躍促進に関する取組は大学別
に多様かつ取組度合いも大きく異なるため、
「大学別」の内訳分析が必要であるが、非公
開データのため分析未実施。 

多くの研究
者が、海外
研さん・海
外経験を積
み、海外研
究者との
ネットワー
クを構築す
る 

設定なし 
  

― 

 

2） 追加データによる分析 

設定されている指標以外に目標に関連した追加データを収集して達成状況の分析を実施した。 

分析項目 1 では、博士課程の進学状況、博士課程の進学促進に重要なアカデミア、ノンアカデ

ミアのキャリアについて概観した。 
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表 2-7 分析項目 1「優秀な若者の博士後期課程への進学」の A-1②追加データによる分析概要 

対応するロジック
チャートの要素 追加データ データ/情報出典等 備考 

優秀な若者が、誇
りを持ち博士後期
課程に進学し、挑
戦に踏み出す 
優秀な若者が、博
士後期課程に経済
的な心配をしない 
 

(1) 博士課程へ進学する
人材の状況 

NISTEP 定点調査 博士課程進学について質的
な状況を補完。 

(2) 博士課程の満足度 NISTEP 「博士人
材追跡調査（第 4
次)」 

博士課程進学の要因とし
て、博士課程教育の魅力を
見る。 

(3) 博士課程後期を目指
すための環境の整備 
 
 

NISTEP 定点調査 博士課程進学の環境につい
て財政支援等の客観的指標
を補完。 

優秀な若者が、博
士後期課程進学後
の将来の活躍に展
望が描ける状況と
なる 

(4) 博士課程修了者の就
職者の進路 

学校基本調査 キャリアパスの不透明さが
博士課程進学の障害となっ
ているが、その状況は分
野、職業別に大きく異なっ
ている。  

(5) 民間企業で採用され
た研究開発者の学
歴・属性別割合 

民間企業の研究活動
に関する調査報告 

民間企業へのキャリアパス
の状況を見る。 

(6) 博士課程修了者を採
用している企業の割
合 

NISTEP「民間企業
における博士の採用
と活用」 

民間企業へのキャリアパス
の状況を見る。 

 
(7) 大学・企業等のセク

ター間を移動する研
究者数 

科学技術研究調査 研究者の柔軟なキャリアパ
スの実現状況を把握する。 

(8) ポスドク人数・年齢
階層別ポスドク数 

NISTEP「ポストド
クター等の雇用・進
路に関する調査」 

ポスドクを経由したキャリ
アパスの状況を見る。 

(9) 任期無し教員の年齢
構成 

文部科学省調べに基
づき内閣府にて作成
データ 

e-CSTIの活用可能性あり 

(10) URA の配置状況 文部科学省「大学等
における産学連携等
実施状況」 

「URA や高度な技術専門人
材へのキャリアパス」の状
況を把握する。 

 

分析項目 2では、多様性が重要となる学術研究・基礎研究とその資金の現状・課題を基礎的デー

タで概観した。また、切れ目のない支援のための制度改革について、対象の現状と、改革の浸透

状況を把握した。 
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表 2-8 分析項目 2「厚みのある基礎研究・学術研究の推進」の A-1②追加データによる分析概要 

対応するロジック
チャートの要素 追加データ データ/情報出典等 備考 

多様で卓越した研
究成果に繋がる、
厚みのある研究が
進む 

(11) 学術研究・基礎研究
の状況 

NISTEP 定点調査 多様な研究のうち、大学での
研究の主体となり、出口寄り
の資金ではない類型として着
目。 

(12) 探索型研究の実施状
況 

NISTEP 定点調査
（2020年度深堀調
査） 

多様な研究のうち資金が獲得
しにくいが重要な類型として
着目。 

基礎研究・学術研
究から、研究者へ
の切れ目のない支
援を含め、多様で
創発的な研究を促
進する 

(13) 科研費の予算額の推
移 

日本学術振興会 基礎研究・学術研究の代表例 
    
(14) 科研費の応募・採択

件数、採択率 
日本学術振興会 基礎研究・学術研究の代表例

の獲得しやすさ 
(15) 若手研究者への研究

費 
（教員の研究資金
（年齢階層別）） 

  

 

分析項目 3 では、ダイバーシティの観点として、女性以外に外国人や社会人を見る。研究人材

について、研究支援人材について全体像を把握する。研究者の国際交流について概観した。 

表 2-9 分析項目 3「ダイバーシティの確保、研究時間の確保、知の交流」の A-1②追加データによる分析
概要 

対応するロジック
チャートの要素 追加データ データ/情報出典等 備考 
多様な研究者が、
多様な主体と活発
な知的交流を図
り、研究の多様性
が進む 

(16) 国際共著論文の数・
割合 

NISTEP「科学技術
指標 2022」 海外との交流の状況とその

成果を把握する。 (17) 国際共著論文の数
（共著形態別） 

NISTEP「科学技術
指標 2022」 

(18) 国際共著論文の割合
（分野別） 

NISTEP「科学技術
指標 2022」 

海外との交流の状況とその
成果を分野別に見る。 

(19) 国際共著論文の相手
国 

NISTEP「科学研究
のベンチマーク
2022」 

海外との交流状況を他国と
比較して見る。 

(20) 大学の外国人教員数
の推移 
（職階別） 

学校基本調査 ダイバーシティの観点とし
て、外国人の教員を見る。 

(21) ポストドクターの外
国人割合 

ポストドクター等
の雇用・進路に関
する調査 

ダイバーシティの観点とし
て、外国人のポスドクを見
る。 

(22) 博士課程学生の外国
人割合 

学校基本調査 ダイバーシティの観点とし
て、外国人の博士学生を見
る。 

(23) 大学院の社会人学生
数 

学校基本調査 ダイバーシティの観点とし
て、社会人を見る。      

研究者の研究時間
が確保される 
 

(24) 大学等教員のフルタ
イム換算値 

文部科学省「平成
30年度大学等にお
けるフルタイム換
算データに関する
調査」 
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研究人材の多様性
が確保される 

(25) 国立大学における学
部卒業者、修士課
程、博士課程、専門
職学位課程修了者及
び教員の女性比率の
推移 

一般社団法人国立
大学協会 「国立
大学における男女
共同参画推進の実
施に関する第 18 回
追跡調査報告書」 

特に国立大学における女性
教員及び女子学生の卒業
者・修了者の状況の違い、
傾向を見る。 

(26) 大学別女性教員比率 
①上位 20 大学 
②RU11のうち国立
大学 

国立大学の大学別女性教員
比率の違いを、大学別に見
る。 

多くの研究者が、
海外研さん・海外
経験を積み、海外
研究者とのネット
ワークを構築する 

(27) 研究者の国際交流
（受入、実数） 

文部科学省「国際
研究交流の概況」 

国際頭脳循環の戦略的な促
進に向けて、研究者の海外
との交流状況の概観を見
る。 

(28) 研究者の国際交流
（派遣、実数） 

文部科学省「国際
研究交流の概況」 

(29) 地域別研究者の国際
交流（受入、実数） 

文部科学省「国際
研究交流の概況」 

国際頭脳循環の戦略的な促
進に向けて、地域別に研究
者の海外との交流状況の概
観を見る。 

(30) 地域別研究者の国際
交流（派遣、実数） 

文部科学省「国際
研究交流の概況」 

(31) 国別研究者の国際交
流（受入、実数） 

文部科学省「研究
者の交流に関する
調査」 

国際頭脳循環の戦略的な促
進に向けて、国別に研究者
の海外との交流状況を把握
する。 

(32) 国別研究者の国際交
流（派遣、実数） 

文部科学省「研究
者の交流に関する
調査」 

（33） 大学が外国企業から
受け入れている共同
研究費 

文部科学省「大学
等における産学連
携等実施状況につ
いて」 

国際産学連携の状況を見
る。 

(34) 国立大学の外国人留
学生・比率 

国立大学における
教育の国際化の更
なる推進について 
第 8回フォロー
アップ調査結果  

国際頭脳循環の戦略的な促
進に向けて、学生の海外と
の交流状況の概観を見る。 

(35) 国立大学の日本人留
学生・比率 

 

追加データによる分析結果を表 2-10、表 2-11、表 2-12 にまとめた。参考資料のロジック

チャートの要素に対応させて整理している。 

表 2-10 分析項目 1「優秀な若者の博士後期課程への進学」の A-1②追加データによる分析のまとめ 

対応する 
ロジック 

チャートの要
素 

追加データ 追加データから明らかになった点（例） 

優秀な若者
が、誇りを持
ち博士後期課
程に進学し、
挑戦に踏み出
す 

(1) 博士課程へ進学する人材の状
況 

 望ましい能力を持つ人材が博士課程後期を
目指しているかについて、現状は全般的に
不十分（2016年 3.5→2020年 2.9。2021
年 2.4 に低下）。 

 2018 年度博士課程修了者を対象に、博士課
程プログラムへの満足度についてみると、
教育・研究指導の質や、博士課程に関する
全般的な満足度はいずれも 7割を超える。
一方、「キャリア開発支援や進路指導」に関
する満足度は 36.5%にとどまる。 

(2) 博士課程の満足度 
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優秀な若者
が、博士後期
課程に経済的
な心配をしな
い 

(3) 博士課程後期を目指すための
環境の整備 

 意識調査では博士課程後期を目指すための
「環境の整備」は改善傾向にあるものの、
全般的に不十分（2016年 3.5→2020 年
3.0。2021年 4.2に改善）。 

優秀な若者
が、博士後期
課程進学後の
将来の活躍に
展望が描ける
状況となる 

(4) 博士課程修了者の就職者の進
路 

 博士課程修了者の進路では研究者は直近
（2019年度→2020 年度）では減少。教員
は微増。医療・保健は全般に増加傾向。 

 民間企業が採用した研究開発者では、博士
新卒割合は低調、修士新卒は微増傾向。企
業規模が大きいほど博士課程修了者を採用
する傾向。一方で、一度も採用したことが
ない企業も多い。 

(5) 民間企業で採用された研究開
発者の学歴・属性別割合 

(6) 博士課程修了者を採用してい
る企業数 

(7) 大学・企業等のセクター間を
移動する研究者数 

 セクター間移動する研究者は全般的に増加
傾向。特に非営利団体・公的機関→大学等
が最も多くかつ 20年間（2001～2020年
度）で倍増。一方、企業→大学等、大学等
→企業は停滞。 

 ポスドク人数・年齢階層では、若手（29 歳
以下）は減少傾向。一方で、近年は 35歳
以上のポスドクが全体の半数を占めてい
る。特に 40歳以上が大きく増加。 

 任期無し教員は、2018年度時点で 50～54
歳が最も多く、次いで 45～49歳、55～59
歳のミドル・シニア世代が占めている。 

 キャリアパスの 1 つとして、URA の配置人
数は一時期急増後の現在は微増。年齢構成
割合は 50 歳以上が約 57%。若手（39 歳以
下）は 16%。 

(8) ポスドク人数・年齢階層別ポ
スドク数 

(9) 任期無し教員の年齢構成 
(10) URA の配置状況 

 

表 2-11 分析項目 2「厚みのある基礎研究・学術研究の推進」の A-1②追加データによる分析のまとめ 

対応する 
ロジック
チャートの

要素 
追加データ 追加データから明らかになった点（例） 

多様で卓越
した研究成
果に繋が
る、厚みの
ある研究が
進む 
 

(11) 学術研究・基礎研究の状況  学術研究で基礎研究の多様性が確保されてい
るかは意識調査では不十分と認識されてい
る。 

 探索型研究は大学等で 69%実施されている。 
 

(12) 探索型研究の実施状況 

基礎研究・
学術研究か
ら、研究者
への切れ目
のない支援
を含め、多
様で創発的
な研究を促
進する 

(13) 科研費の予算額の推移  負担側である予算としての性格別・分野別の
競争的研究費は全体像が把握されていない。 

 その科研費の予算は安定して確保されている
が、採択率は明確な上昇傾向とはなっていな
い。 

(14) 科研費の応募・採択件数、採
択率 

(15) 若手研究者への研究費 
（教員の研究資金（年齢階層
別）） 
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表 2-12 分析項目 3「ダイバーシティの確保、研究時間の確保、知の交流」の A-1②追加データによる分
析のまとめ 

対応する 
ロジック
チャートの

要素 
追加データ 追加データから明らかになった点（例） 

多様な研究
者が、多様
な主体と活
発な知的交
流を図り、
研究の多様
性が進む 

(16) 国際共著論文の数・割合  国際交流の成果である国際共著論文は増加傾
向。共著形態も単国から複数国へと変化して
いる。 
ただし、国際交流の成果を他国と比較すると
相対的に日本の立ち位置は、2015-2017 年と
2017-2019年を比較して低下傾向。 

 外国人の教員数、博士課程学生数は 2021 年
度にかけて増加傾向。 

 大学院学生のうち社会人の割合は、博士・専
門職は共に 2021年度では減少、全般的に横
ばい傾向。 
年齢別の入学者数を見ると、2011年度と
2021 年度を比較して、20 代の入学者が減少
しているが 30 代以上に大きな変化は見られ
ない。 

(17) 国際共著論文の数（共著形態
別） 

(18) 国際共著論文の割合（分野
別） 

(19) 国際共著論文の相手国 
(20) 大学の外国人教員数の推移 

（職階別）   
(21) ポストドクターの外国人割合 
(22) 博士課程学生の外国人割合 
(23) 大学院の社会人学生数 

    
研究者の研
究時間が確
保される 

(24) 大学等教員のフルタイム換算
値 

 研究時間割合は、FTE ベースの大学等教員数
で 2013 年度から 2018年度にかけて減少傾
向。 

 分野によって傾向は異なり、特に保健の減少
が大きい。 

研究人材の
多様性が確
保される 
 

(25) 国立大学における学部卒業
者、修士課程、博士課程、専
門職学位課程修了者及び教員
の女性比率の推移 

 国立大学全体での女性教員比率はほぼ一定で
緩やかに増加傾向。 

 国立大学全体の女子学生比率は、 
 博士課程修了者の女子比率は、2021年

度では微増だが全体としては横ばいで、
修士課程修了者を上回る。 

 専門職学位課程修了者は 2021年度で大
きく増加、全体的に増加傾向。 

 修士課程修了者・学部卒業者の女子比率
は、2021年度では微減だが全体として
は横ばい。 

 国立大学の女性教員比率は、 
 上位大学は、教育や専門系の単科大学

（工業大学以外）が多い。 
 RU11の国立大学のうち、国立大学全体

平均（18.3%）を上回っているのは 3 機
関のみで、全体的に女性教員比率が低
い。 

 

(26) 大学別女性教員比率 
①上位 20 大学 
②RU11のうち国立大学 

多くの研究
者が、海外
研さん・海
外経験を積
み、海外研
究者との
ネットワー
クを構築す
る 

(27) 研究者の国際交流（受入、実
数） 

 研究者の国際交流状況は、コロナ禍と想定さ
れる 2020年度は大幅減少。 
コロナ以前の 2018年度までの状況は、 
 海外からの受入研究者数は 2015 年以降

横ばい。 
地域・国別では、短期～長期でアジア
（特に中国、韓国、台湾）が最も多く、
次いで欧州（特にドイツ、イギリス、フ
ランス）、北米（特に米国）の順に多
い。 

(28) 研究者の国際交流（派遣、実
数） 

(29) 地域別研究者の国際交流（受
入、実数） 

(30) 地域別研究者の国際交流（派
遣、実数） 

(31) 国別研究者の国際交流（受
入、実数） 
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(32) 国別研究者の国際交流（派
遣、実数） 

 海外への派遣研究者数は、近年の海外へ
の派遣研究者数は中・長期は横ばい～微
減、短期は横ばい～微増傾向。 
地域・国別では、短期的にはアジア（特
に中国、韓国、台湾）・欧州（特にドイ
ツ、フランス、イギリス）・北米（特に
米国）の順、中・長期的には欧州（特に
イギリス、ドイツ、フランス、スイ
ス）・北米（特に米国）・アジア（特に
中国）の順に多い。 

 国際産学連携については、大学が受け入れて
いる外国企業からの共同研究費が件数、受入
額ともに増加傾向。 

 国立大学の学生の国際交流状況は、 
 外国人留学生の比率は 7%前後で推移

（目標は 10%）。 
 日本人学生の海外留学は、コロナ禍と想

定される直近を除き 5%前後で推移（目
標は 5%）。 

(33) 大学が外国企業から受け入れ
ている共同研究費 

(34) 国立大学の外国人留学生・比
率 

(35) 国立大学の日本人留学生・比
率 

 

3） 「研究力強化・若手研究者支援総合パッケージ」の目標達成状況分析 

研究力強化・若手研究者支援総合パッケージについては、記載されている測定指標・達成目標

について整理した。パッケージの測定指標・達成目標について、基本計画について作成したロジッ

クチャート（参考資料）にパッケージの指標番号（2.1.1（1）参照）を付記した。 

表 2-13 パッケージの目標の概要 

対応する 
ロジックチャートの要

素 

パッケー
ジ 

指標 ID 
パッケージ指

標区分 パッケージ指標名称 
（参考）
基本計画
指標 ID 

内訳等分
析の視点 

優秀な若者が、誇りを
持ち博士後期課程に進
学し、挑戦に踏み出す 

P-0002 測定指標 博士後期課程への進学率 － 
 

分野別 
大学別※ 

      
優秀な若者が、博士後
期課程に経済的な心配
をしない 

P-0004 測定指標/ 
達成目標 

博士後期課程学生の生活
費相当額受給割合 
 

I-1083 分野別 

優秀な若者が、博士後
期課程進学後の将来の
活躍に展望が描ける状
況となる 

P-0001 測定指標 産業界による理工系博士
号取得者の採用者数 

I-1084 分野別 
産業別※ 

企業規模
別※ 

P-0003 測定指標 博士後期課程修了者の就
職率 

－ 
 

分野別 

P-0005 測定指標/ 
達成目標 

40歳未満の本務教員数 I-1085 分野別 
大学別※ 

P-0008 達成目標 若手ポスト増設・事務部
門の環境改善のための財
源確保 

－ 
 

－ 
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多様な研究者が、多様
な主体と活発な知的交
流を図り、研究の多様
性が進む 

P-0007 
 

達成目標 世界基準の給与待遇 － 
 

分野別※ 

      
研究者の研究時間が確
保される 

P-0006 測定指標/ 
達成目標 

大学等教員の学内事務等
の割合 

I-1089 分野別 
職位別 
大学別※ 

      
（新たな研究システム
の構築（オープンサイ
エンスとデータ駆動型
研究等の推進） 

P-0009 
 

達成目標 大学・研究機関等におけ
る研究設備の共用体制を
確立 1 

I-1096 
（新たな
研究シス
テムの構
築（オー
プンサイ
エンスと
データ駆
動型研究
等の推
進）） 

 

※以下の理由により分析未実施。 
・非公開データであり各省照会により取得する必要がある。 
・既存指標の出典からは取得できないため別出典による推計・集計が必要である。 

 

表 2-14 パッケージの A-1分析のまとめ 

対応するロジック
チャートの要素 

パッケー
ジ指標 ID 指標 目標 

達成※1 
時系列
変化※2 

内訳等分析から明らかになった
点 

優秀な若者が、誇
りを持ち博士後期
課程に進学し、挑
戦に踏み出す 

P-0002 【測定指標】 
博士後期課程へ
の進学率 

－ 停滞  博士課程への進学率は全体
として増加傾向だが、理学
は 20年間で 4割減し、工
学は低い水準が継続。 

      
優秀な若者が、博
士後期課程に経済
的な心配をしない 

P-0004 【測定指標/達
成目標】 
博士後期課程学
生の生活費相当
額受給割合 

課題あ
り 

停滞  生活費相当額受給者割合
は、2012年度から 2018 年
度にかけてはほぼ横ばい傾
向。 

優秀な若者が、博
士後期課程進学後
の将来の活躍に展
望が描ける状況と
なる 

P-0001 【測定指標】 
産業界による理
工系博士号取得
者の採用者数 

課題あ
り 

悪化  採用者数は減少傾向であ
り、目標達成は困難（2025
年度までに年当たり採用者
数を約 1,000名増加）。 

 ただし、同データは新規の
博士号取得者のみであり中
途採用はカウントされてい
ないため解釈には注意が必
要。 

P-0003 【測定指標】 
博士後期課程修
了者の就職率 

－ 停滞 
 

 博士後期課程修了者の就職
率は停滞状態である。 
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P-0005 【測定指標/達
成目標】 
40歳未満の本務
教員数 

課題あ
り 

悪化  全体的に高齢化が進んでお
り、目標達成は困難。 

 若手（40歳未満）の大学本
務教員は 10 年以上減少傾
向が続いている一方、それ
以外の年代は増加を続けて
おり、目標とは反対の方向
に推移している。 

P-0008 【達成目標】 
若手ポスト増
設・事務部門の
環境改善のため
の財源確保 

－ 好転  国立大学・大学共同地用機
関法人において、雇用財源
に外部資金を活用すること
で捻出された学内財源を若
手ポスト増設、事務部門の
環境改善に活用する機関数
は増加傾向。 （15→31 機
関【2016→2020 年】） 

      
多様な研究者が、
多様な主体と活発
な知的交流を図
り、研究の多様性
が進む 

P-0007 【達成目標】 
世界基準の給与
待遇 

－ 不明  一部の国に関しては情報が
公開されているが、非公開
データが多く分析未実施。 

      
研究者の研究時間
が確保される 

P-0006 【測定指標/達
成目標】 
大学等教員の職
務に占める学内
事務等の割合 

課題あ
り 

悪化  その他職務活動（学内事務
等）の割合は、2012年度
から 2017年度にかけて増
加傾向。 
分野別、職位別ではいずれ
も「研究時間」の割合が減
少傾向。 

 職務に占める学内事務等の
割合には、大学による機関
としての取組状況が大きく
影響するため、「大学別」
の内訳分析が必要である
が、非公開データのため分
析未実施。 

      
（新たな研究シス
テムの構築（オー
プンサイエンスと
データ駆動型研究
等の推進） 

P-0009 【達成目標】 
大学・研究機関
等における研究
設備の共用体制
を確立 

－ 不明  「研究設備・機器の共用化
の割合」は、大学による機
関としての取組状況が大き
く影響するため、「大学
別」の内訳分析が必要であ
るが、非公開データのため
分析未実施。 

※1 「目標達成」は基本計画で示された目標の達成可能性について記述。 
  課題あり  ：同様の傾向が続けば目標達成が難しい状況 
  達成見込み ：同様の傾向が続けば目標達成が見込める状況 
  ―  ：目標設定がない場合 
※2 「時系列変化」は直近 5年程度の変化を踏まえて記述。 
  悪化：目標達成やさらなる進展につながる方向とは逆に変化している状況 
  停滞：大きな変化がなく横ばいの状況 
  不明：過去データがなく時系列変化が不明の場合 
※3 これらはいずれも 2022年度で得られるデータをもとに整理したもの。今後の状況変化によって概況も変わり得る。基本計

画に紐づく施策群の推進による今後の効果等は含まれていない。 
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（2） A-2 施策実施状況分析 

施策の実施状況について分析を行った。 

1） 統合戦略に見る重点施策の俯瞰 

基本計画の具体的取組毎に、統合戦略の「実施状況・現状分析」に対応する施策（重点施策）を

特定し、図式化した結果を以降に示す。図の一番右の列が特定した施策である。 
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図 2-4 「①博士後期課程学生の処遇向上とキャリアパスの拡大」の重点施策の図式化 
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図 2-5 「①博士後期課程学生の処遇向上とキャリアパスの拡大」の重点施策の図式化（続き） 



 

35 
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図 2-6 「②大学等において若手研究者が活躍できる環境を整備」の重点施策の図式化 
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図 2-7 「②大学等において若手研究者が活躍できる環境を整備」の重点施策の図式化（続き） 

 
図 2-8 「④基礎研究・学術研究の振興」の重点施策の図式化 
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図 2-9 「④基礎研究・学術研究の振興」の重点施策の図式化（続き） 

 
図 2-10 「⑧競争的研究費制度の一体的改革」の重点施策の図式化 
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図 2-11 「⑧競争的研究費制度の一体的改革」の重点施策の図式化（続き） 
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図 2-12 「⑥研究時間の確保」の重点施策の図式化 
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図 2-13 「③女性研究者の活躍促進」の重点施策の図式化 
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図 2-14 「③女性研究者の活躍促進」の重点施策の図式化（続き） 
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図 2-15 「⑤国際共同研究・国際頭脳循環の推進」の重点施策の図式化 
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図 2-16 「⑤国際共同研究・国際頭脳循環の推進」の重点施策の図式化（続き） 
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2） A-2施策実施状況分析のまとめ 

以上の施策実施状況分析の結果を表 2-15、表 2-16、表 2-17にまとめた。参考資料のロジッ

クチャートの要素に対応させて整理している。 

表 2-15 分析項目 1「優秀な若者の博士後期課程への進学」の A-2施策実施状況分析のまとめ 

対応する 
ロジックチャートの要

素 
施策群 施策群等の分析から明らかになった点 

優秀な若者が、誇りを
持ち博士後期課程に進
学し、挑戦に踏み出す 

-  既存・新規・今後実施される施策により、経済支援は大き
く進んでいる一方で、産業界へのキャリアパス拡充やポス
ト確保に向けた施策群は相対的に少ない。 

 基本計画の主要指標と施策のアウトカム・アウトプットは
直接的に接続していない。  

優秀な若者が、博
士後期課程に経済
的な心配をしない 

学生への 
経済支援の拡
充 

 大学ファンドまでのつなぎ支援として、創発的研究推進基
金、大学フェローシップ創設事業による新規施策により、
生活費相当額受給者が従来の 2倍を達成予定。 

 今後、大学ファンドによる支援も加わる予定であり、2025
年度までに生活費相当額受給者を従来の 3倍とする目標に
向けて具体的に進捗。 

 事業のアウトカム・アウトプットとして「博士後期課程へ
の進学者の増加」が主に示されており、主要指標の「人口
当たりの博士号取得者数」と間接的な接続がみられる。 

優秀な若者が、博
士後期課程進学後
の将来の活躍に展
望が描ける状況と
なる 

産業界への 
キャリアパス
の拡充 

 次世代研究者挑戦的研究プログラムにより大学主体の取組
を促進するとともに、新規に設立されたジョブ型研究イン
ターンシップ推進協議会による博士後期課程学生の長期有
給インターンシップを開始してキャリアパス拡充を促進。
官民による若手研究者発掘支援事業でのマッチングも行わ
れているが、経済支援の施策群よりも対象となる学生数や
施策数は少ない。 

 博士学生の修了後のポストや活躍の教員評価への反映は検
討段階。 

 事業のアウトカム・アウトプットとして「事業に参加した
博士課程修了者の就職率」や「事業に参加した博士課程修
了者を採用した企業数」が主であり、主要指標の「産業界
による理工系博士号取得者の採用者数」との接続は間接
的。 

若手研究者の 
ポスト確保・
育成・活躍促
進 

 個別施策としては人事給与マネジメント改革ガイドライン
による優良事例の横展開や外部資金の人件費への活用促進
といった非予算的かつ継続的なものが主体であり、大きな
新規施策は見られない。 

 それらと運営費交付金の重点配分を組み合わせて各大学の
取り組みを促すといた間接的な方法が採られている。 

 事業のアウトカム・アウトプットとしては、「研究大学にお
ける、35～39 歳の大学本務教員数に占めるテニュア教員及
びテニュアトラック教員の割合」との接続はない。 

高度専門職人
材（ＵＲＡ
等）の体制整
備 

 高度専門職人材の質保証・処遇改善・キャリアパス拡充の
施策として、URA の質保証は認定機関の運営支援が開始さ
れ、人事給与マネジメント改革ガイドラインによる URA 等
の確保・処遇に関する優良事例の発信・横展開の取り組み
が行われている。 
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 コアファシリティ構築支援プログラム等に加え、「研究設
備・機器の共用推進に向けたガイドライン」が 2022 年 3
月に策定され、エンジニアの多様なキャリアパス実現が今
後の取組となっているが、本格的な成果は今後。 

 

表 2-16 分析項目 2「厚みのある基礎研究・学術研究の推進」の A-2施策実施状況分析のまとめ 

対応する 
ロジックチャートの要
素 

施策群 施策群等の分析から明らかになった点 

多様で卓越した研究成
果に繋がる、厚みのあ
る研究が進む 

-  多様な知の創出・拡大に向けて、創発的研究支援事業や科研
費の拡充が着実に進んでいる。ただし、施策の進捗・効果を
把握する方法は、採択件数や採択率、論文数など一部に限ら
れている。 

 研究を支える（周辺）環境の改善に関して本要素に該当する
施策はハード面中心であり、他要素の施策（研究時間、多様
性、キャリアパス等）と一体的なパッケージとして推進する
余地あり。 

 効果的なファンディングへの取組に関しては、検討・取り組
みが始まっているものの、その進捗・成果はこれからという
段階。 

 競争的資金の事務手続き等ルールの一本化など、効率的な
ファンディングに向けた取り組みは進んでいる。  

基礎研究・学術研
究から、研究者へ
の切れ目のない支
援を含め、多様で
創発的な研究を促
進する 

多様な知
の 
創出・拡
大 

 自ら定めた挑戦的な研究構想を長期的に支援する「創発的研
究支援事業」の拡充、科研費の拡充や科研費の新興・融合領
域の支援強化による基礎研究・学術研究の振興施策が進行
中。他には、国立大学・私立大学の基盤的経費の拡充が主な
施策である。 

 中堅・シニア向けの CRESTにおける研究領域数の拡大、戦略
的創造研究推進事業での文理融合研究推進等、多様な研究を
推進。 

研究やそ
の周辺環
境の改善 

 SPring-8等一部の大型研究施設は引き続き整備が進むととも
に、データセンター整備やデータ共有、リモート化・スマー
ト化等、研究 DX への取り組みが意識されている。 

 国立大学の第 4期中期目標期間における共同利用・共同研究
拠点の認定がなされ、これら拠点を核とした異分野融合・新
分野創成、社会課題解決等が目指されている。 

効果的な
ファン
ディング 
（研究者
への切れ
目のない
支援、研
究成果の
切れ目な
い創出） 

 JST/JSPS/NEDO 間の連携強化として人事交流、プロジェク
ト評価結果の共有、実務担当者による会合、他機関のプロ
ジェクト評価への参画等を開始しており、資金配分機関間・
事業間連携の取り組みが進展しつつあるが、本格的な成果は
これから。 

 重要科学技術領域の特定のため、e-CSTI等を活用した論文・
特許分析の試行。更に次期 SIP での研究開発テーマ特定のた
めの活用も企図されている。 

効率的な 
ファン
ディング 

 間接経費の扱いや各種競争的資金の事務手続き等に係るルー
ルの一本化や簡素化、事務手続きのデジタル化・迅速化に向
けた取り組みは進められており、各種事務手続きに関する関
係府省申合せについてはフォローアップの実施が予定されて
いる。 
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表 2-17 分析項目 3「ダイバーシティの確保、研究時間の確保、知の交流」の A-2施策実施状況分析のま
とめ 

対応する 
ロジックチャー

トの要素 
施策群 施策群等の分析から明らかになった点 

多様な研究者
が、多様な主体
と活発な知的交
流を図り、研究
の多様化が進む 

-  研究時間の確保に向けては、事務手続きルール統一化に向けた各
省申合せ、研究支援人材の質保証・処遇改善の施策が講じられて
いるが、新規施策は多くない。 

 女性研究者の活躍支援については、運営費交付金の重点配分等に
よる環境整備への間接的な誘導と、「ダイバーシティ研究環境実
現イニシアティブ」等による直接支援が行われている。 

 また、競争的資金等におけるライフイベント考慮について、具体
的な府省申合せの作成を検討予定とされており、外部資金等にお
ける配慮・支援の推進が期待される。 

 国際共同研究・頭脳循環については、「科学技術の国際展開に関
する戦略」（2022）が公表され、「新たな流動モード」に言及さ
れた点が注目される。 

 WPI の新規拠点採択や科研費新種目の追加等、新規施策・既存施
策の大幅な拡充が見られるが、海外資金配分機関との連携につい
ては進捗が不明。  

研究者の研究
時間が確保さ
れる 

高度専門職
人材（ＵＲ
Ａ等）の体
制整備 

 高度専門職人材の質保証・処遇改善・キャリアパス拡充の施策と
して、URA の質保証は認定機関の運営支援が開始され、人事給与
マネジメント改革ガイドラインによる URA 等の確保・処遇に関す
る優良事例の発信・横展開の取り組みが行われている。 

 コアファシリティ構築支援プログラム等に加え、「研究設備・機器
の共用推進に向けたガイドライン」が 2022年 3 月に策定され、
エンジニアの多様なキャリアパス実現が今後の取組となっている
が、本格的な成果はこれから。 

大学内の研
究（支援）
環境の整備 

 大学ファンドや「地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケー
ジ」等とも連携し、研究設備・機器の共用、研究データ管理・利
活用、スマート化・リモート化への取り組みが想定されている。 

 「研究支援サービス・パートナーシップ認定制度」による民間
サービスの普及は継続的に実施。 

競争的資金
等の手続き
効率化 

 間接経費の扱いや各種競争的資金の事務手続き等に係るルールの
一本化や簡素化、事務手続きのデジタル化・迅速化に向けた取り
組みは進められており、各種事務手続きに関する関係府省申合せ
についてはフォローアップの実施が予定されている。 

研究人材の多
様性が確保さ
れる 
 
※ここでは全
研究者のライ
フイベントへ
の配慮、女性
の活躍につい
てのみ言及 

育児等と研
究を両立さ
せる環境整
備 

 「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ」等により、研究
と出産・育児等のライフイベントとの両立するための環境整備
（競争的資金等での各種配慮、運営費交付金の配分等）は継続的
に実施。 

 若手向けの競争的資金等において、年齢制限等でライフイベント
を考慮することとし、具体的な府省申合せの作成を検討予定。 

 男女共同参画会議においては科学技術分野での女性活躍促進を審
議し、達成状況のフォローアップを予定。 

 基本計画で取り組むとされている「大学等での若手教員採用の年
齢制限で出産・育児休業期間の考慮」に関する施策は現状では確
認されず。 
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女性の理工
系への進学
促進 

 「女子中高生の理系進路選択支援プログラム」の実施、「進路で
人生どう変わる？理系で広がる私の未来」を 2017年度より開
催、2020年度より動画セミナーを公開し、女子中高生等やその保
護者等を対象に理工選択の未来を普及啓発。 

 男女共同参画に配慮した中学生向け理数系教育に関する指導者用
啓発資料を作成普及。 

 活躍する女性のロールモデルの提示や学校派遣を実施予定。 
 大学研究者における女性の割合の他、大学の理学系の学生に占め

る女性の割合も指標。 
多くの研究者
が、海外研さ
ん・海外経験
を積み、海外
研究者との
ネットワーク
を構築する 

国際共同研
究の推進 

 戦略的国際共同研究プログラム（SICORP）、地球規模課題対応国
際科学技術協力プログラム（SATREPS）の予算を増加（前年比）
させ、国際共同研究を推進。 

 戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE）、革新的なクリーン
エネルギー技術の国際共同研究開発事業における特定分野での国
際共同研究を推進。 

国際頭脳循
環の推進 

 「世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）」において、
2022 年度に 3 拠点を新規採択。 

 「大学の世界展開力強化事業」において、2021年度にアジア諸国
等を新規追加し、教育交流プログラム質保証による日本人学生の
海外派遣と外国人学生の受入促進。 

 2022 年度より科研費に国際先導研究を新設し、国際共同研究支援
を強化。 

 「科学技術の国際展開に関する戦略」を 2022年に取りまとめ、
それに基づき移籍渡航型の「新たな流動モード」や国際共同研究
を推進予定。 

 海外資金配分機関との連携による国際共同研究の推進、国内向け
事業の国際化を推進。 

 国際頭脳循環に関する実態把握と課題の分析に基づく数値目標に
関する検討を進行中。 

 

3） 「研究力強化・若手研究者支援総合パッケージ」の施策実施状況分析 

パッケージの施策実施状況について確認し、基本計画について作成した図 2-4～図 2-16 に、

パッケージ関連施策を星印で示した。 

（3） A-3 総合分析 

（1）に示した A-1 指標による目標達成状況分析、（2）に示した A-2 施策実施状況分析の結果

に加えて、先行調査をサーベイして総合的に分析した。 

総合分析の結果を表 2-18、表 2-19、  
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表 2-20にまとめた。参考資料のロジックチャートの要素に対応させて整理している。 

さらに、パッケージについて、表 2-21に整理した。 

表 2-18 分析項目 1「優秀な若者の博士後期課程への進学」の A-3総合分析のまとめ 

対応する 
ロジックチャートの要

素 
目標の達成状況と施策の関係の分析 

優秀な若者が、誇りを
持ち博士後期課程に進
学し、挑戦に踏み出す 

 博士号取得者は減少傾向から第 5期計画期間はほぼ横ばいで推移。博士課
程進学率は全体としては横ばいから微増だが明確な増加には転じていな
い。 

 修士課程修了者/予定者に対する先行調査からは、博士課程進学者の進学を
検討する重要な要素として、「博士課程在籍者に対する経済的支援の拡
充」「博士課程修了者の民間企業などにおける雇用条件の改善」「民間企
業などにおける博士課程修了者の雇用増加」が挙がっている。5期期間ま
では「博士課程在籍者への経済的支援」「博士号取得者の産業界での採用
数」「若手の大学本務教員数」の停滞が、博士後期課程進学者数の停滞に
繋がる悪循環に陥っていたと考えられる。 

 講じた施策によって期待する効果が発現していくか、さらなる施策の拡充
や他の施策が必要なのか、継続的にエビデンスを把握・分析していくこと
が必要である。博士課程の進学状況・進学要因は分野別の違いも大きく、
分野別の把握と検討が重要。 

  
優秀な若者が、博士後
期課程に経済的な心配
をしない 

 2021 年度より、博士課程学生への経済的支援策の拡充が図られており、博
士課程進学者数増加が期待できると考えられる。 

優秀な若者が、博士後
期課程進学後の将来の
活躍に展望が描ける状
況となる 

 5期期間までは、博士後期課程進学後の産業界での採用者数は理工系にお
いて減少している。 

 2021 年度より拡充された施策において、博士後期課程学生への経済的支援
にキャリアパス支援が含まれている。ただし、既存施策（特別研究員
（DC）による経済的支援）には、キャリアパス支援要素は含まれていな
い。ジョブ型研究インターンシップ推進協議会が 2021年に設立され、長
期での産学インターンシップの取組が開始されている。 

 講じられている博士後期課程学生へのキャリア支援がどのような効果を生
み、産業界で博士号取得者がどのようなキャリアを辿っていくのか、追跡
していくことによって、さらなる施策の拡充や他の施策が必要なのかを検
討していくことが必要である。 

 5期期間までは、若手研究者（40 歳未満の大学本務教員）数と全体に占め
る割合は減少している。 

 若手研究者のポスト拡充は、運営費交付金の配分や人事給与マネジメント
改革ガイドラインによる外部資金の人件費への活用促進など、資金面から
の取組に対して支援する施策が中心である。 

 大学等での若手研究者獲得の観点からは、ポストを保証する制度に加え
て、若手研究者育成も含めた魅力的な研究環境等の整備が重要であると指
摘されている。博士号取得後の若手研究者に対する育成に関する施策は確
認されていない。 

 若手研究者ポスト確保のためには、シニア教員数の抑制や、若手教員も含
めた処遇体系の柔軟な運用が必要との先行調査もあり、施策の実効性につ
いて今後の検証が必要であると考えられる。 
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表 2-19 分析項目 2「厚みのある基礎研究・学術研究の推進」の A-3総合分析のまとめ 

対応する 
ロジックチャートの要

素 
目標の達成状況と施策の関係の分析 

多様で卓越した研究成
果に繋がる、厚みのあ
る研究が進む 

 競争的資金改革に関する施策は進められているものの、それらが論文等の
研究成果創出には現時点では効果が明確になってはいない。研究の成果で
ある論文数や Top10%論文数等は伸び悩んでおり、順調に件数を伸ばして
いる諸外国と比較した順位は相対的に低下している。論文数伸び悩みの主
因である研究従事率（FTE 係数）の低下も継続している。 

 研究者数（FTE 換算）の減少は、研究者数（HC）の伸び悩みと FTE係数
の低下が原因である。FTE 係数の減少は、教育や社会貢献（産学連携含
む）活動へのシフトが主な要因である。 

 研究者の高齢化も深刻な問題となっている可能性がある。若手研究者は研
究活動で重要な貢献をしていることが明らかにされている一方、若手研究
者の割合は一貫して低下傾向を示している。 

 「厚みのある研究」の実現に向けた課題が、既存の競争的資金改革以外の
部分にも存在することも示唆される。具体的には研究費の競争的資金シフ
ト自体やその間接経費の不足に伴う大学財政の逼迫、その結果としての若
手研究者キャリアの不安定化、研究環境改善（DX 化、実験機器の管理・共
用等）の遅れといったことが想定される。また、政府施策によるマイクロ
マネジメントと大学側の過剰適応の可能性についても指摘されている。 

 今後は、基盤的経費・競争的研究費によるデュアルサポートの下でのファ
ンディングシステム全体の一体的な再構築、施策が現場での創意工夫を妨
げていないかの検証が重要課題として考えられる。 

  
基礎研究・学術研究か
ら、研究者への切れ目
のない支援を含め、多
様で創発的な研究を促
進する 

 科研費や「創発的研究支援事業」の拡充・改善、戦略的創造研究推進事業
における戦略目標の大括り化をはじめとして、競争的資金改革は着実に進
められている。 

 「切れ目のない支援」については、以前から繰り返し指摘されているもの
の、現時点において明確な施策・取り組み・効果は確認できない。施策の
進捗が明確ではない理由として、「切れ目のない支援」のために必要なファ
ンディング機関間での情報共有が現状の情報管理では困難であること、さ
らには「切れ目のない支援」とは何か、どの程度かという点が共有できて
おらず、具体的なアクションへ落とし込めていないことが考えられる。e-
CSTI等を活用した論文・特許分析等による具体化が期待される。 
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表 2-20 分析項目 3「ダイバーシティの確保、研究時間の確保、知の交流」の A-3総合分析のまとめ 

対応する 
ロジックチャートの要

素 
目標の達成状況と施策の関係の分析 

多様な研究者が、多様
な主体と活発な知的交
流を図り、研究の多様
性が進む 

 全研究者、大学本務教員に占める女性研究者は増加しているものの、今な
お国際比較では低い水準に留まっている。分野別では理工系で少ない。 

 外国人教員数、博士課程の外国人割合は増加している。国際共著論文も増
加しているが諸外国の伸びはそれを上回る。   

研究者の研究時間が確
保される 

 その他職務活動（学内事務等）の割合は増加しており、研究時間の割合は
減少が続いている。 

 これに対する施策としては、研究支援を想定した高度専門職人材の体制整
備、民間サービスの利用が行われている。事務手続の削減に向けた競争的
資金等の手続き効率化も進められている。 

 一方、これまでの先行調査では、事務手続きの削減、研究支援の活用だけ
ではなく、教育活動の効率化や管理運営業務の効率化についての提言され
ている。研究時間の減少トレンドを反転させるためには、様々な対応策の
検討が必要。 

 研究時間を確保していくためには国の取組に加えて、大学レベル（さらに
は研究科・専攻レベル）の取組が重要と考えられるため、その活動を把握
し、エビデンスに基づく効果的な施策展開が効果的と考えられる。その点
で、創発的研究支援事業では、採択した研究者の研究活動割合をアウトカ
ムとして挙げており、注目される。 

 内閣府においても研究力強化・若手研究者支援総合パッケージフォロー
アップとして「研究に専念する時間の確保について（中間まとめ案）」が
2022 年度にまとめられており、今後の施策展開が期待される。 

研究人材の多様性が確
保される 

 教授等に占める女性割合は増加しているが、女性研究者の新規採用割合は
分野によって増減しており、目標に向けた加速には現段階で至っていな
い。 

 取組としては、「女子中高生の理系進路選択支援プログラム」から「ダイ
バーシティ研究環境実現イニシアティブ」まで様々に行われている。先行
調査で指摘されているように、女性研究者を増加させるためにはパイプラ
インの各段階で「漏れ」を減らしていくことが必要である。 

 そのためには、共通のエビデンスに基づいて、各施策の接続性・一貫性を
高め、各施策が目標を達成することによって目標の達成に向かうことが効
果的と考えられる。 

 CSTIにおいても「Society 5.0の実現に向けた教育・人材育成に関する政
策パッケージ」が 2022 年度にまとめられており、今後の施策展開が期待
される。 

多くの研究者が、海外
研さん・海外経験を積
み、海外研究者との
ネットワークを構築す
る 

 短期の海外派遣者数は増加傾向にあるが、直近ではコロナ禍の影響を受け
ている。また、中・長期の派遣や海外からの受入研究者数はコロナ禍以前
から停滞している。多様な移動形態へのコロナ禍の影響を見極める必要が
ある。 

 国際的な研究活動、研究者の国際活動の形態は多様であり、施策も国際共
同研究、日本人学生の海外派遣と外国人学生の受入促進拠点形成と多岐に
亘る。国際共同研究・頭脳循環については、「科学技術の国際展開に関す
る戦略」（2022）が公表され、「新たな流動モード」に言及された点が注
目される。 

 

  



 

56 

 

表 2-21 パッケージの A-3総合分析のまとめ 

対応するロジック
チャートの要素 目標の達成状況と施策の関係の分析 

優秀な若者が、誇
りを持ち博士後期
課程に進学し、挑
戦に踏み出す 

 博士号取得者は減少傾向から第 5期計画期間はほぼ横ばいで推移。博士課程進
学率は全体としては横ばいから微増だが明確な増加には転じていない。 

 修士課程修了者/予定者に対する先行調査からは、博士課程進学者の進学を検討
する重要な要素として、「博士課程在籍者に対する経済的支援の拡充」「博士
課程修了者の民間企業などにおける雇用条件の改善」「民間企業などにおける
博士課程修了者の雇用増加」が挙がっている。5 期期間までは「博士課程在籍
者への経済的支援」「博士号取得者の産業界での採用数」「若手の大学本務教
員数」の停滞が、博士後期課程進学者数の停滞に繋がる悪循環に陥っていたと
考えられる。 

 講じた施策によって期待する効果が発現していくか、さらなる施策の拡充や他
の施策が必要なのか、継続的にエビデンスを把握・分析していくことが必要で
ある。博士課程の進学状況・進学要因は分野別の違いも大きく、分野別の把握
と検討が重要。 

優秀な若者が、博
士後期課程に経済
的な心配をしない 

 2021 年度より、博士課程学生への経済的支援策の拡充が図られており、博士課
程進学者数増加が期待できると考えられる。 

優秀な若者が、博
士後期課程進学後
の将来の活躍に展
望が描ける状況と
なる 
 

 5期期間までは、博士後期課程進学後の産業界での採用者数は理工系において
減少している。 

 2021 年度より拡充された施策において、博士後期課程学生への経済的支援に
キャリアパス支援が含まれている。ただし、既存施策（特別研究員（DC）によ
る経済的支援）には、キャリアパス支援要素は含まれていない。ジョブ型研究
インターンシップ推進協議会が 2021年に設立され、長期での産学インターン
シップの取組が開始されている。 

 講じられている博士後期課程学生へのキャリア支援がどのような効果を生み、
産業界で博士号取得者がどのようなキャリアを辿っていくのか、追跡していく
ことによって、さらなる施策の拡充や他の施策が必要なのかを検討していくこ
とが必要である。 

 5期期間までは、若手研究者（40 歳未満の大学本務教員）数と全体に占める割
合は減少している。 

 若手研究者のポスト拡充は、運営費交付金の配分や人事給与マネジメント改革
ガイドラインによる外部資金の人件費への活用促進など、資金面からの取組に
対して支援する施策が中心である。 

 大学等での若手研究者獲得の観点からは、ポストを保証する制度に加えて、若
手研究者育成も含めた魅力的な研究環境等の整備が重要であると指摘されてい
る。博士号取得後の若手研究者に対する育成に関する施策は確認されていな
い。 

 若手研究者ポスト確保のためには、シニア教員数の抑制や、若手教員も含めた
処遇体系の柔軟な運用が必要との先行調査もあり、施策の実効性について今後
の検証が必要であると考えられる。 

研究者の研究時間
が確保される 

 その他職務活動（学内事務等）の割合は増加しており、研究時間の割合は減少
が続いている。 

 これに対する施策としては、研究支援を想定した高度専門職人材の体制整備、
民間サービスの利用が行われている。事務手続の削減に向けた競争的資金等の
手続き効率化も進められている。 

 一方、これまでの先行調査では、事務手続きの削減、研究支援の活用だけでは
なく、教育活動の効率化や管理運営業務の効率化についての提言されている。
研究時間の減少トレンドを反転させるためには、様々な対応策の検討が必要。 

 研究時間を確保していくためには国の取組に加えて、大学レベル（さらには研
究科・専攻レベル）の取組が重要と考えられるため、その活動を把握し、エビ
デンスに基づく効果的な施策展開が効果的と考えられる。その点で、創発的研
究支援事業では、採択した研究者の研究活動割合をアウトカムとして挙げてお
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対応するロジック
チャートの要素 目標の達成状況と施策の関係の分析 

り、注目される。 
 内閣府においても研究力強化・若手研究者支援総合パッケージフォローアップ

として「研究に専念する時間の確保について（中間まとめ案）」が 2022 年度に
まとめられており、今後の施策展開が期待される。 

 

（4） A-1～A-3の分析のまとめ 

（1）、（2）（2）、（3）の結果をまとめると以下のようになる。 

1） 分析項目 1「優秀な若者の博士後期課程への進学」A-1～A-3の分析のまとめ 

分析項目 1「優秀な若者の博士後期課程への進学」について、A-1 指標による目標達成状況分

析、A-2 施策実施状況分析、A-3 総合分析の結果は以下のようにまとめられる。 

a. A-1 指標による目標達成状況分析～基本計画の目標が達成されているか。 

 主要・参考指標の多くでこれまでの状況（第 5期基本計画期間）は停滞。 

 博士課程を取り巻く環境は全体的悪化。博士課程修了後のキャリアについては、産業界での

採用者数や若手の大学本務教員数は減少。追加指標からは、博士課程や若手研究者の置かれ

た環境悪化が確認できる。 

 民間企業の研究開発者採用では、博士新卒は低調、修士新卒も減少し、学部新卒が増加傾向。

規模が大きな企業で博士課程修了者を採用する傾向がある一方、一度も採用したことがな

い企業も多い。 

b. A-2 施策実施状況分析～基本計画に紐づく具体的な取組（施策群）が着実に実施されてい

るか。 

 目標に向けた取組としては、大別して博士課程学生の経済支援と、キャリアパス拡充（民間、

大学ポスト確保、高度専門職人材）等に関する施策に整理。 

 博士課程学生への経済的支援については、次世代研究者挑戦的研究プログラム等大規模な

施策が立ち上がっている。今後の 10兆円ファンドにより継続見込み。 

 大学ポスト確保に向けた施策としては主に大学の取組を促進する施策が実施。民間への

キャリアパス拡充については相対的に施策が少なく、財政支援とキャリアパス支援が連動
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していない既存施策も存在するが、経済的支援に併せて実施される大学における取組も拡

大見込み。 

 行政事業レビューによれば、各施策のアウトプット・アウトカムとして、基本計画の主要指

標である 40歳未満の大学本務教員数等は挙げられているが、直接的に、産業界による理工

系博士号取得者の採用者数等に接続している施策は確認できない。 

c. A-3 総合分析～基本計画の進捗に影響を与えている要因と、改善に向けて対応すべき課

題は何か。 

 博士課程学生への経済的支援： 

（次世代研究者挑戦的研究プログラム等）今年度から大幅に取組が拡充され目標の達成へ

の道筋が見えてきている。10 兆円ファンドの取組が開始されるまで着実に取組が継続され

るかが課題。経済的支援が産業界の博士採用（主要指標）、博士課程進学率（参考指標）の

向上にどの程度寄与するかは継続して検証が必要。 

 博士課程修了後のキャリアパス拡大（民間・大学等）： 

第 5 期と比較して大規模な追加施策がないことや、大学での取組に拠るところが大きいこ

ともあり、経済的支援に併せて実施される取組の大学への波及効果や、大学におけるエンプ

ロイアビリティ（就業能力）向上の取組も含め、キャリアパス支援の状況・結果を把握して

いくことが必要。さらに、学術分野別傾向、採用後のキャリアを把握するためのデータが不

十分であり、関係機関の既存調査の活用を含め、今後状況把握が必要。大学での取組に拠る

ところが大きく、組織別、カテゴリー別に指標を注視することも必要。 

 

2） 分析項目 2「厚みのある基礎研究・学術研究の推進」A-1～A-3の分析のまとめ 

分析項目 2「厚みのある基礎研究・学術研究の推進」について、A-1 指標による目標達成状況

分析、A-2 施策実施状況分析、A-3 総合分析の結果は以下のようにまとめられる。 

a. A-1 指標による目標達成状況分析～基本計画の目標が達成されているか。 

 分析項目 2については、基本計画において明示的に指標が位置づけられてはいない。 

 特に基本計画では多様で創発的な研究、若手研究者への支援を重視しているところ、指標に
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よる把握が重要。一方で、多様な研究、創発的な研究、切れ目のない支援、研究基盤等を把

握する指標・方法が課題。この点、従来の論文数等に加えて多様性への貢献等、新たな指標

の開発を検討中。また、予算としての性格別（基礎・応用・開発）・分野別の競争的研究費

は全体像の把握が重要。 

 追加指標による分析に基づけば、（予備研究である）探索型研究は大学等で一定程度実施さ

れており、財源のひとつである科研費については、採択率の上昇は見られないが、予算規模

は維持されている。 

 ただし、意識調査では、学術研究が現代的要請に応えているか、基礎研究の多様性が確保さ

れているか、国際的に突出した成果が出ているか、イノベーションにつながっているか、の

いずれも研究者等からは低い評価となっている。公募型研究費の申請時の負担低減につい

ても評価が低い。 

b. A-2 施策実施状況分析～基本計画に紐づく具体的な取組（施策群）が着実に実施されてい

るか。 

 目標に向けた取組としては、大別して、多様な知の創出・拡大、研究やその周辺環境の改善、

効果的なファンディング（切れ目のない支援）、効率的なファンディングに関する施策に整

理できる。 

 多様な知の創出・拡大に係る施策については、第 6期に入り新たに、創発的研究開発事業が

開始されるなど、取組は拡大。一方、研究やその周辺環境の改善に関する施策は相対的に新

たな取組は少ない。 

 効果的・効果的なファンディングへの取組に関しては、制度改正に係る取組が主体であり、

施策の内容・進捗を定量的に把握することは困難。 

c. A-3 総合分析～基本計画の進捗に影響を与えている要因と、改善に向けて対応すべき課

題は何か。 

 まずは、第 6期に入り新たに開始された創発的研究開発事業等のアウトプットが、多様性、

創発的、若手といった観点で前向きな影響を及ぼすかが重要。その進捗を把握すべく、（事

業の実施に合わせてそれらデータを収集する等）追加データの検討が必要。 

 また、研究力の強化に向けて様々な施策が行われているが、主要な指標である論文数等は横
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ばいで国際シェアは低下しており、その主要な原因は研究者数（FTE換算）の減少であると

推定されている。 

 これら問題の根底には、大学関係予算の競争的資金シフトや基盤経費の減少による大学財

政の逼迫、政府施策によるマイクロマネジメントと大学側の過剰適応が存在している可能

性がある。 

 今後は、基盤的経費・競争的研究費によるデュアルサポートの下でのファンディングシステ

ム全体の一体的な再構築、現場での創意工夫を促す施策の工夫が重要課題として考えられ

る。 

 

3） 分析項目 3「ダイバーシティの確保、研究時間の確保、知の交流」A-1～A-3の分析のま

とめ 

分析項目 3「ダイバーシティの確保、研究時間の確保、知の交流」について、A-1 指標による目

標達成状況分析、A-2 施策実施状況分析、A-3 総合分析の結果をまとめると以下のようにまとめ

られる。 

a. A-1 指標による目標達成状況分析～基本計画の目標が達成されているか。 

 ダイバーシティ 

 主要・参考指標のうち女性研究者に関する指標ではこれまでの状況（第 5 期基本計画期

間）は上昇傾向であるが、このままの傾向が続いても主要指標の目標達成は困難。国際的

には女性割合は劣後。 

 研究時間 

 大学等教員の職務に占める学内事務等の割合は悪化しており、このままの傾向が続くと主

要指標の目標達成は困難である。研究時間の割合も減少している。 

 大学等教員の職務に占める学内事務等の割合悪化は、教授における割合増加が影響してい

る。なお、研究時間の割合が減少しているのは保健分野での減少が影響している。 

 研究支援者は増加しているが、研究時間割合の減少傾向を反転させるには至っていない。 
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 知の交流 

 「国際共同研究・国際頭脳循環」については指標が設定されていない。研究者の多様な国

際活動を捉える視点で指標を追加。 

 共通 

 ダイバーシティ、研究時間については、組織のマネジメントに拠るところが大きく、個別

大学単位の情報に基づいた分析が有効と考えられるが、現状は把握できない。 

b. A-2 施策実施状況分析～基本計画に紐づく具体的な取組（施策群）が着実に実施されてい

るか。 

 共通 

 基本計画に記載されている取組に対応する施策群は概ね進行。特に国際共同研究・国際頭

脳循環に関する施策は、第６期基本計画開始以降に新規取組又は予算が大幅拡充されてい

る。ダイバーシティの確保（女性研究者等）、研究時間の確保は既存施策の継続が中心で

大規模な拡充は確認できない。 

 知の交流 

 国際頭脳循環に資すると考えられる日本人留学生に関する施策は講じられているものの、

統合イノベーション戦略 2021からは確認できなかった。既存の施策把握には、既存関係

省庁からの情報提供が必要である。 

c. A-3 総合分析～基本計画の進捗に影響を与えている要因と、改善に向けて対応すべき課

題は何か。 

 研究時間 

 第 6期以前から URA等の研究支援施策は実施されてきたものの、研究時間の減少は続い

ている。研究時間の割合を増加させるためには、教育活動や管理運営業務の効率化も含め

て包括的に取り組む必要があり、同時に現場の実態をエビデンスとして把握しながら効果

的に進めることが必要である。 
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 ダイバーシティ 

 女性研究者は増加傾向にあるが、国際的にも劣後しており、状況を好転させる拡充施策は

多くない。増加を加速するためには、接続性・一貫性をもって取り組み、教育・人材WG

でも議論されている通り、教育段階でのパイプラインの漏れを少なくすることが必要。 

 知の交流 

 国際的な研究活動、研究者の国際的な交流を進めるためには、様々移動形態を考慮して目

指すべき姿を明確にし、取り組むことが効果的と考えられる。また、各々の移動形態への

コロナ禍の影響を見極める必要がある。 

 共通 

 ダイバーシティ、研究時間の取組は、組織のマネジメントに拠るところが大きく、政府の

取組について各大学への浸透度や、各大学への取組状況、大学別・カテゴリー別の現状が

分かる指標の把握方法を検討することが必要。 

4） 「研究力強化・若手研究者支援総合パッケージ」A-1～A-3の分析のまとめ 

基本計画の分析項目 1～分析項目 3 のまとめをもとに、パッケージの構成に従ってまとめると

以下のようになる。 

a. A-1 パッケージの目標が達成されているか。 

 博士課程への進学率は全体として増加傾向だが、理学系は 30年間で約半減し、工学系は低

い水準が継続。 

 博士後期課程学生の生活費相当額受給者数は減少傾向であり、2025 年度までに生活費相当

額受給者を従来の 3倍とするのは困難な状況である。 

 博士後期課程修了者の就職率は停滞状態であり、産業界による理工系博士号取得者の採用

者数の 2025 年度までに年当たり採用者数を約 1,000 名増加は困難である。若手（40 歳未

満）の大学本務教員は減少傾向が続き、研究者も全体的に高齢化が進んでいる。 

 その他職務活動（学内事務等）の割合は増加しており、職位別では教授が増加している。そ

のため、2025年度までに半減は困難である。 
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 世界基準の給与待遇については指標が未確立。 

b. A-2 パッケージに紐づく具体的な取組（施策群）が着実に実施されているか。 

 「研究力強化・若手研究者支援総合パッケージ」で示されている施策のほとんどは統合戦略

でも言及されており、それらの多くは開始・実現している。 

 ただし、一部については統合戦略での言及がない施策（卓越研究員事業等）も存在しており、

これらの状況把握は別途行う必要がある。 

 若手研究者のキャリア・雇用環境等に関する施策では、ガイドライン・事例の提示と、運営

費交付金の重点配分を組み合わせて大学の取り組みを促進するという間接的な方法が採ら

れている。 

 こうした施策は効果が得られるまで時間がかかりやすいこと、その他の施策も開始されて

から 2年程度というものが多く、本格的な効果の把握・検証はこれから。 

c. A-3 パッケージの進捗に影響を与えている要因と、改善に向けて対応すべき課題は何か。 

 博士課程学生への経済的支援 

 （次世代研究者挑戦的研究プログラム等）2021 年度から大幅に取組が拡充され目標の達

成への道筋が見えてきている。10 兆円ファンドの取組が開始されるまで着実に取組が継

続されるかが課題。経済的支援が産業界の博士採用（主要指標）、博士課程進学率（参考

指標）の向上にどの程度寄与するかは継続して検証が必要。 

 博士課程修了後のキャリアパス拡大（民間・大学等） 

 第 5 期と比較して大規模な追加施策がないことや、大学での取組に拠るところが大きい

こともあり、経済的支援に併せて実施される取組の大学への波及効果や、大学におけるエ

ンプロイアビリティ（就業能力）向上の取組も含め、キャリアパス支援の状況・結果を把

握していくことが必要。さらに、学術分野別傾向、採用後のキャリアを把握するための

データが不十分であり、関係機関の既存調査の活用を含め、今後状況把握が必要。大学で

の取組に拠るところが大きく、組織別、カテゴリー別に指標を注視することも必要。 

 研究時間 



 

64 

 

 第 6期以前から URA等の研究支援施策は実施されてきたものの、研究時間の減少は続い

ている。研究時間の割合を増加させるためには、教育活動や管理運営業務の効率化も含め

て包括的に取り組む必要があり、同時に現場の実態をエビデンスとして把握しながら効果

的に進めることが必要である。 
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2.2.3 深掘り分析「新たな研究システムの構築（オープンサイエンスとデータ駆動型

研究等の推進）」 

参考資料に示したロジックチャートのとおり、以下の分析項目 1、2 に分けて分析を実施した。 

 分析項目 1 データ駆動型研究等の高付加価値な研究の加速 

 分析項目 2 市民等の多様な主体が参画した研究活動の推進 

深掘り分析の詳細は別添資料としており、ここでは概略と結論部分を示す。 

（1） A-1 指標による目標達成状況分析 

内訳分析 1）と追加データによる分析 2）を行った。 

1） 内訳分析 

分析項目 1 について、設定されている既存指標について、全体傾向だけではなく内訳等も収集

して達成状況の分析を実施した。内訳の分析においては、分野別、設置形態・規模別に着目した。

研究データの公開状況やプレプリントの利用状況は分野ごとに研究活動スタイルの違いにより異

なっていること、当該目標達成のためには国が講じるべき施策のみならず、大学等の機関が取り

組まなければならない要素も大きいが、マネジメントは機関により状況が異なっていることが理

由である。 

表 2-22 分析項目 1「データ駆動型研究等の高付加価値な研究の加速」の A-1①内訳分析の概要 

対応するロジックチャート
の要素 区分 指標 内訳等分析の視点 

データ駆動型研究等の高付
加価値な研究が加速する 

参考指標 国立研究開発法人における研究デー
タポリシーの策定法人数 

- 

参考指標 競争的研究費制度におけるデータマ
ネジメントプラン（DMP）の導入
済み府省・機関数 

- 

参考指標 国内における機関リポジトリの構築
数 

設置形態・規模・構
築形態別 

参考指標 研究データ公開の経験のある研究者
割合 

分野別 

参考指標 プレプリント公開の経験のある研究
者割合 

分野別 

    
オープン・アンド・クロー
ズ戦略に基づいた研究デー
タの管理・利活用を進める

主要指標 大学・大学共同利用機関法人・国立
研究開発法人におけるデータポリ
シーの策定率 

設置形態別・規模別 
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環境が整備される 主要指標 公募型研究資金の新規公募分におけ
るデータマネジメントプラン
（DMP）及びこれと連動したメタ
データの付与を行う仕組みの導入率 

- 

データ駆動型研究やＡＩ駆
動型研究を促進し、新たな
研究手法を支える情報科学
技術の研究を進める 

- - - 

    
知的活動にまで踏み込んだ
研究活動プロセスが改革さ
れる 

- - - 

    
ネットワーク、データイン
フラや計算資源等の研究基
盤が形成・維持・広く利活
用される 

参考指標 HPCI提供可能資源量 - 

大学等の共用施設・設備に
おけるスマートラボ化の普
及が推進される 

参考指標 研究設備・機器の共用化の割合 - 

 

分析項目 2については、既存指標が設定されていなかったため、分析を実施していない。 

 

内訳分析の結果を表 2-23 にまとめた。参考資料のロジックチャートの要素に対応させて整理

している。 

表 2-23 分析項目 1「データ駆動型研究等の高付加価値な研究の加速」の A-1①内訳分析のまとめ 

対応するロ
ジックチャー
トの要素 

指標 目標 
達成※1 

時系列
変化※2 内訳等分析から明らかになった点 

データ駆動型
研究等の高付
加価値な研究
が加速する 

【参考指標】 
国立研究開発法人にお
ける研究データポリ
シーの策定法人数 

- 不明  対象とする国立研究開発法人全て
において策定されている。 

【参考指標】 
競争的研究費制度にお
けるデータマネジメン
トプラン（DMP）の導
入済み府省・機関数 

- 不明  1時点のデータしか得られておらず
トレンドは不明。 

【参考指標】 
国内における機関リポ
ジトリの構築数 

- 増加  機関リポジトリの構築は着実に進
んでおり、国立大学では 100％。 

 JAIRO Cloud の利用が拡大してい
る。 



 

67 

 

【参考指標】 
研究データ公開の経験
のある研究者割合 

- 減少  データ公開経験がある研究者の割
合は 2016→2018 で増加したが、
2018→2020 で若干減少（減少の要
因の一つとしてアンケートシステ
ムの変更に伴う質問形式の変更の
影響が考えられる）。 

 分野毎の差が大きく、2020 では全
体の 44.7%に対して工学は 27.7%。 

【参考指標】 
プレプリント公開の経
験のある研究者割合 

- 不明  1時点のデータしか得られておらず
トレンドは不明。 

 分野毎の差が大きく、少数の分野
で割合が高い。 

知的活動にま
で踏み込んだ
研究活動プロ
セスが改革さ
れる 

- - - - 

     
オープン・ア
ンド・クロー
ズ戦略に基づ
いた研究デー
タの管理・利
活用を進める
環境が整備さ
れる 

【主要指標】 
大学・大学共同利用機
関法人・国立研究開発
法人におけるデータポ
リシーの策定率 

不明 不明  1時点のデータしか得られておらず
トレンドは不明。 

 2025 年の目標 100％に対して、
2021 年時点で、国立研究開発法人
ではほとんどで策定されている
が、大学は設置形態や規模によら
ず半数に達していない。 

【主要指標】 
公募型研究資金の新規
公募分におけるデータ
マネジメントプラン
（DMP）及びこれと連
動したメタデータの付
与を行う仕組みの導入
率 

不明 不明  1時点のデータしか得られておらず
トレンドは不明。 

 2023 年度の目標 100％に対して、
2021 年度時点で 57％。 

データ駆動型
研究やＡＩ駆
動型研究を促
進し、新たな
研究手法を支
える情報科学
技術の研究を
進める 

- - - - 

ネットワー
ク、データイ
ンフラや計算
資源等の研究
基盤が形成・
維持・広く利
活用される 

【参考指標】 
HPCI提供可能資源量 

- 増加  2020 年度の年間 27.6ペタ flopsか
ら、2021年度は年間 35.4 ペタ
flopsに進展。 

大学等の共用
施設・設備に
おけるスマー
トラボ化の普
及が推進され
る 

【参考指標】 
研究設備・機器の共用
化の割合 

- 不明  1時点のデータしか得られておらず
トレンドは不明。 

 産学連携に取り組む国立大学 65機
関において、取得価額 500 万円以
上で研究目的の設備のうち、共用
化対象の資産件数は全体の約
17％。【2020年度】 
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※1 「目標達成」は基本計画で示された目標の達成可能性について記述。 
  課題あり  ：同様の傾向が続けば目標達成が難しい状況 
  達成見込み ：同様の傾向が続けば目標達成が見込める状況 
  ―  ：目標設定がない場合 
※2 「時系列変化」は直近 5年程度の変化を踏まえて記述。 
  悪化：目標達成やさらなる進展につながる方向とは逆に変化している状況 
  停滞：大きな変化がなく横ばいの状況 
  不明：過去データがなく時系列変化が不明の場合 
※3 これらはいずれも 2022年度で得られるデータをもとに整理したもの。今後の状況変化によって概況も変わり得る。基本計

画に紐づく施策群の推進による今後の効果等は含まれていない。 
 

分析項目 2については、既存指標が設定されていなかったため、分析を実施していない。 

2） 追加データによる分析 

設定されている指標以外に目標に関連した追加データを収集して達成状況の分析を実施した。

分析項目 1 では、研究活動の変容状況や、電子ジャーナルの状況、オープンアクセスの状況等に

ついて概観する。 

表 2-24 分析項目 1「データ駆動型研究等の高付加価値な研究の加速」の A-1②追加データによる分析概
要 

対応するロジック
チャートの要素 追加データ データ/情報出典等 備考 

データ駆動型研究
等の高付加価値な
研究が加速する 

- - - - 

知的活動にまで踏
み込んだ研究活動
プロセスが改革さ
れる 

(1) 研究活動の変容につい
ての意識 

NISTEP 定点調査 研究活動プロセスの改革が
起こっているかを見る 

     

オープン・アン
ド・クローズ戦略
に基づいた研究
データの管理・利
活用を進める環境
が整備される 

- - - - 

データ駆動型研究
やＡＩ駆動型研究
を促進し、新たな
研究手法を支える
情報科学技術の研
究を進める 

- - - - 

ネットワーク、
データインフラや
計算資源等の研究
基盤が形成・維
持・広く利活用さ

(2) 電子ジャーナル経費と
利用可能タイトル数の
推移 

学術基盤実態調査 研究の情報基盤となる電子
ジャーナルの状況を見る。 

(3) 論文を無料で即座に入
手できない場合の増減 

NISTEP 定点調査 （同上） 
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対応するロジック
チャートの要素 追加データ データ/情報出典等 備考 

れる (4) オープンアクセス比率
の国際比較 

EC オープンアクセス比率につ
いて国際比較の観点から見
る。 

(5) 大学におけるオープン
アクセスポリシーの策
定状況 

学術情報基盤実態調
査 

オープンアクセスポリシー
の策定状況を大学別に見
る。 

(6) 研究資源についての意
識 

NISTEP 定点調査 研究資源に対する意識を見
る。 

(7) 研究施設・設備につい
ての意識 

NISTEP 定点調査 研究施設・設備に対する意
識を見る。 

大学等の共用施
設・設備における
スマートラボ化の
普及が推進される 

- - - - 

 
分析項目 2では、社会との関係についての意識の観点から概観した。 
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表 2-25 分析項目 2「市民等の多様な主体が参画した研究活動の推進」の A-1②追加データによる分析概
要 

対応するロジック
チャートの要素 追加データ データ/情報出典等 備考 

市民等の多様な主体が
参画した研究活動が行
われる 

- - - - 

     

多様な主体が研究活動
に参画し活躍できる環
境が実現する 

(8) 社会との関係に
ついての意識 

NISTEP 定点調査 社会との関係の観点から確
認する。 

研究者とそれ以外の者
での知の共有・融合を
進め、新たな形での価
値創造を実現する環境
整備される 

- - - - 

 
追加データによる分析結果を表 2-26、表 2-27にまとめた。参考資料のロジックチャートの要

素に対応させて整理している。 

表 2-26 分析項目 1「データ駆動型研究等の高付加価値な研究の加速」の A-1②追加データによる分析の
まとめ 

対応する 
ロジックチャートの要

素 
追加データ 追加データから明らかになった点（例） 

データ駆動型研究等の
高付加価値な研究が加
速する 

- - - 

知的活動にまで踏み込
んだ研究活動プロセス
が改革される 

(1) 研究活動の変容についての意
識 

 リモート化、データの公開・共有
は進んでいるが、研究者と研究マ
ネジメント層ではギャップがあ
る。 

 研究方法の変革までは研究者でも
進展しているとは意識されていな
い。     

オープン・アンド・ク
ローズ戦略に基づいた
研究データの管理・利
活用を進める環境が整
備される 

- - - 

データ駆動型研究やＡ
Ｉ駆動型研究を促進
し、新たな研究手法を
支える情報科学技術の
研究を進める 

- - - 

ネットワーク、データ
インフラや計算資源等

(2) 電子ジャーナル経費と利用可
能タイトル数の推移 

 電子ジャーナルの経費や利用可能
タイトル数は増加を続けている。 
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の研究基盤が形成・維
持・広く利活用される 

(3) 論文を無料で即座に入手でき
ない場合の増減 

 5 年前と比べて自身の研究におい
て必要とする既刊の論文を、オー
プンアクセス又は所属機関の図書
館等を介して無料で即座に入手で
きない場合が増えたとの回答が全
体で 41%となっている。 

(4) オープンアクセス比率の国際
比較 

 OA 全体の比率の差は大きくはない
ものの、グリーン OA の比率は日本
は少ない。 

(5) 大学におけるオープンアクセ
スポリシーの策定状況 

 OA ポリシーの策定は 8学部以上の
国公立大学では半数を超えるが、
それ以外では 10～30％程度。 

(6) 研究資源についての意識  研究基盤、競争的資金と比較して
基盤的経費、研究時間の確保、研
究マネジメント専門人材について
課題がある。 

(7) 研究施設・設備についての意
識 

 研究施設・設備の整備及びその共
用についても研究者からは十分と
の認識が示されている。 

大学等の共用施設・設
備におけるスマートラ
ボ化の普及が推進され
る 

- - - 

 

表 2-27 分析項目 2「市民等の多様な主体が参画した研究活動の推進」の A-1②追加データによる分析の
まとめ 

対応する 
ロジックチャートの要

素 
追加データ 追加データから明らかになった点（例） 

市民等の多様な主体が
参画した研究活動が行
われる 

- - - 

    

多様な主体が研究活動
に参画し活躍できる環
境が実現する 

(8) 社会との関係についての意識 

 科学技術・イノベーションへの国
民の理解促進、多様な主体と共創
した研究活動、社会的な意義・価
値を意識した研究活動のいずれも
十分との認識が研究者からは示さ
れている。 

 一方、大学や国研等のマネジメン
ト層、企業全体、俯瞰的な視点を
持つ者では不十分との認識が相対
的に 強くなっている。 

研究者とそれ以外の者
での知の共有・融合を
進め、新たな形での価
値創造を実現する環境
整備される 

- - - 
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（2） A-2 施策実施状況分析 

施策の実施状況について分析を行った。 

1） 統合戦略に見る重点施策の俯瞰 

基本計画の具体的取組毎に、統合戦略の「実施状況・現状分析」に対応する施策（重点施策）を

特定し、図式化した結果を以降に示す。図の一番右の列が特定した施策である。 
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